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資料１

栃木県地域医療構想の策定スケジュール

栃木県地域医療構想策定懇談会 各構想区域策定懇談会 等

7月 第1回会議（7/23）

・地域医療構想区域について

・将来の医療需要と必要病床数の推計

結果について

・慢性期の必要病床数の推計における

地域差を解消する目標値について

・各構想区域及び疾病別の検討事項

・平成26年度病床機能報告の結果

8月 第1回各区域懇談会（8/10～9/12）

・将来の医療需要の推計について

・患者流出入の要因の分析

（ 、 ）各疾病協議会 脳心8/18 がん8/26

・患者流出入の要因の分析

・各地域で目指すべき疾病別の医療

提供体制について

9月 第2回会議（9/16）

・地域医療構策定想懇談会、疾病協議

会の検討結果

・栃木県地域医療構想骨子案について

必要病床数の推計について（案）・

10月 第1回病院等説明会（10/8,13,14）

・地域医療構想の策定状況について

・H27病床機能報告制度について

第2回各区域懇談会(10/27～12/20)

11月 ・地域医療構想の素案について必要病床推計に係る患者流出入の都道府

県間の調整

12月

1月 第3回会議(1/20)

・都道府県間の患者流出入調整の結果に

ついて

・地域医療構想（素案）について

2月 パブリック・コメント(2/2～3/1） 第2回病院等説明会

市町村・保険者協議会意見聴取 ・地域医療構想（素案）について

3月 第4回会議(3/11)

・地域医療構想（案）の決定

医療審議会(3/22)

地域医療構想の決定（庁議 、公表）



必要病床数の推計に係る都道府県間の

患者流出入の調整結果について

１ 都道府県間調整について
○ （平成27年９月18日付け医政地発0918第１号）調整方法

・ 機能別で10[人/日]以上の流出又は流入を調整の対象とする2次医療圏単位、4

※10人未満の流出入は患者の選択と捉え医療機関所在地とする

・ 医療機関所在地の患者数を維持したい県から、流入の相手県に協議を持ちかける

平成27年12月）までに調整できない場合には、医療機関所在地の・ 両県間で期限（

医療需要とする

２ 調整対象となる流出入がある隣接県との調整結果について
厚生労働省から示された調整方法により、福島県、茨城県、群馬県、埼玉県と、患者

流出入に係る協議の結果、いずれも「不調」となりました。

このため 「平成27年９月18日付け医政地発0918第１号」に基づき、医療機関所在地、

の医療需要とすることとなります。

【栃木県の考え方（協議案）】

○全て医療機関所在地の医療需要とする。

理由：現在の医療提供体制において区域を越えて構築されている分野があること、

それにより区域を越えた受療動向が見られるため

【福島県の考え方（協議案）】

○都道府県間の流出入の調整は行わない。

理由：原発事故の影響により４万人を超える県民が県外に避難しており 「平成27、

年９月18日付け医政地発0918第１号」で示された調整方法の考え方（流出入

が10人未満の場合は患者の選択と捉え調整対象外とする）は、福島県には当

、 。てはまらず 将来の避難者の帰還へ向けた取組を反映するものではないため

【茨城県の考え方（協議案）】

○筑西・下妻地区からの栃木県（県南区域）へ流出する医療需要のうち、

急性期：55人/日、回復期：6人/日、を茨城県の医療需要とする。

理由：筑西・下妻地区において、新中核病院の整備が具体化しているため

○その他の調整対象は、全て医療機関所在地の医療需要とし、今後の医療提供体制

の整備等により見直しの必要が生じた場合には、随時見直しが出来るものとし、

両県の構想にこの旨を記載する。

【群馬県の考え方（協議案）】

○高度急性期及び急性期については、患者住所地の医療需要とする。

理由：群馬県東毛地域の医療機能の強化が期待されるため

○回復期及び慢性期については、医療機関所在地の医療需要とする。

理由：現状の医療機能や役割分担、患者の受療動向を踏まえることが、将来に向け

た安定的な医療提供体制の確保に資すると考えられるため

【埼玉県の考え方（協議案）】

○調整対象となっている医療需要について、次のとおりとする。

急性期：17人のうち、埼玉県を９人、栃木県を８人とする

回復期：21人のうち、埼玉県を11人、栃木県を10人とする

資料１



都道府県調整の対象数

【高度急性期の流出入】 単位：人／日

16

48

【急性期の流出入】 単位：人／日

12

54 30

35 114

17

埼玉県

栃木県
群馬県 茨城県

福島県

流出：41 流入：113

自圏域内：1,165

埼玉県

栃木県
群馬県 茨城県

福島県

流出：159 流入：275

自圏域内： 3,888

県南←筑西・下妻（34）
県南←古河・坂東（14）

（福）県南

↑
県北

(12)

（16）太田・館林→両毛

（42）太田・館林→両毛
（12）太田・館林→県南

太田・館林←両毛（35）
県南

↑
利根

(17)

（30）県南→古河・坂東

県南←筑西・下妻（78）
県南←古河・坂東（36）



都道府県調整の対象数

【回復期の流出入】 単位：人／日

37 63

60 158

21

【慢性期の流出入】 単位：人／日

22 90

64

埼玉県

栃木県
群馬県 茨城県

福島県

埼玉県

栃木県
群馬県 茨城県

福島県

流出：215 流入：154

自圏域内： 2,741

流出：203 流入：339

自圏域内： 4.293
（37）太田・館林→両毛

桐生 ←両毛（11）
太田・館林←両毛（49）

（36）県南→筑西・下妻
（27）県南→古河・坂東

県南←筑西・下妻（74）
県南←古河・坂東（84）県南

↑
利根

(21)

（22）太田・館林→両毛

太田・館林←両毛（64）

（22）県東→筑西・下妻
（54）県南→筑西・下妻



資料２  

（2016.01.15） 

 

栃木県地域医療構想 

（栃木県保健医療計画の一部改定） 

（素案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

【目 次】 

 
第１章 全体構想 

 

１ 策定の趣旨等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １頁 

 

２ 本県における医療提供体制の現状等・・・・・・・・・・・・・ ２頁 

（１） 主な医療機関数 

（２） 主な医療従事者数 

（３） 在宅療養支援診療所及び訪問看護ステーション数 

（４） 介護施設の整備数 

 

３ 本県における少子高齢化の進行と医療需要の変化・・・・・・・ ５頁 

（１）少子高齢化の進行 

①将来人口 

②高齢者単独・夫婦のみ世帯数 

③人口動態における死亡の状況 

（２）高齢化に伴う医療需要の変化 

        ①入院医療及び在宅医療等の医療需要推計 

      ②入院医療需要の年齢階級別推計 

③入院医療需要の病床機能別推計 

     ④入院医療需要の主要診断群別推計 

     ⑤主な疾病の入院医療需要推計 

     ⑥圏域を越える入院医療需要（流出入）の推計 

 

４ 本県における地域医療構想区域・・・・・・・・・・・・・・・１９頁 

 

５ 本県において目指すべき将来の医療提供体制・・・・・・・・・２１頁 

（１）平成 37（2025）年における医療機能別の医療需要及び必要病床数 

（２）将来の医療需要に対応した医療提供体制構築の方向性 

①入院医療 

②在宅医療等 

（３）栃木県保健医療計画の施策等との整合 

①５疾病・５事業・在宅医療の推進施策との整合 

②疾病対策協議会等との連携 

 

 

 

 



 

 

６ 目指すべき医療提供体制の実現に向けて・・・・・・・・・・２８頁 

（１） 医療機能の分化・連携 

（２） 在宅医療等の充実 

（３） 医療従事者の養成・確保 

（４） その他医療機能の充実及び連携体制の強化 

（５）施策の見直し 

 

７ 地域医療構想の推進体制等・・・・・・・・・・・・・・・・３１頁 

（１）推進体制 

（２）各関係者等の役割 

（３）進行管理体制 

 

第２章 構想区域別地域医療構想 

１ 県北地域医療構想・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３５頁 

２ 県西地域医療構想・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４７頁 

３ 宇都宮地域医療構想・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５９頁 

４ 県東地域医療構想・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７１頁 

５ 県南地域医療構想・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８３頁 

６ 両毛地域医療構想・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９５頁 

 

参考資料集 

 



1 

 

第１章 全体構想 

 

１ 策定の趣旨等 

日本では今、世界に類を見ないスピードで少子高齢化が進んでいます。65歳以上

の高齢者人口の総人口に占める割合は平成25（2013）年には25.1％に達し、4人に1

人が高齢者となっています。 

「団塊の世代」が全て75歳以上の後期高齢者となる平成37（2025）年には、医

療・介護ニーズの増大が見込まれており、住み慣れた地域で安心して自分らしい暮

らしを続けることができるよう、住民ニーズの変化に適切に対応した医療・介護提

供体制の構築が課題となっています。とりわけ医療提供体制においては、限りある

医療資源を最大限に活用していくことが求められます。 

こうした中、平成25(2013）年 12月に「持続可能な社会保障制度の確立を図るた

めの改革の推進に関する法律」が成立し、少子化対策をはじめ、医療制度、介護保

険制度、公的年金制度の改革について、その方向性が示されました。 

病床の機能分化と連携、在宅医療・介護の一体的な提供といった方向性に基づ

き、平成26(2014）年6月に医療法が改正され、病床機能報告制度(＊1)がスタートす

るとともに、都道府県においては、効率的で良質な医療の提供体制の構築を図るた

め、「地域医療構想（将来の医療提供体制に関する構想）」を医療計画の一部とし

て策定することが定められました。 

このため、本県においては、「栃木県地域医療構想」を「栃木県保健医療計画」

の一部として策定し、平成37（2025）年における医療需要と必要病床数を病床機能

区分ごとに示すとともに、その実現に向けた施策を記載しました。 

なお、「栃木県地域医療構想」の実現に向けては、「栃木県保健医療計画（6期計

画）」における５疾病５事業及び在宅医療の施策等を推進しながら、病床の機能分

化・連携を図るとともに、「栃木県高齢者支援計画（はつらつプラン21）」や「栃

木県健康増進計画（とちぎ健康21プラン）」「栃木県障害者計画（新とちぎ障害者

プラン21）」等の関連する諸計画との調和を図りながら進めます。 

 

＊1）一般病床又は療養病床を有する病院又は診療所が、その有する一般病床・療養病床において担って

いる医療機能の現状と今後の方向について、病棟単位で「高度急性期機能」「急性期機能」「回復期機

能」「慢性期機能」の４区分から１つを選択し、その他の具体的な報告事項とあわせて、全国共通サーバ

等を通じて都道府県に報告する仕組み。 
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２ 本県における医療提供体制の現状等 

（１）主な医療機関数 

本県の医療機関の人口 10 万人当たりの施設数をみると、病院数、一般診療所

数、歯科診療所数は、いずれも全国平均を下回っています。 

病床数についても、有床診療所の人口 10万人当たりの病床数は全国平均を上回

っていますが、病院の一般・療養病床数は全国平均を下回っています。 

【表１：栃木県内の主な医療機関数】 

  
県合計 

保健医療圏名 
全国平均 

県北 県西 宇都宮 県東 県南 両毛 

病院 病院数 109  21  11  31  5  24  17   

（人口 10 万対） 5.5  5.5  6.0  6.0  3.5  5.0  6.3  6.7  

病院の一般病床数 12,172  1,958  868  3,009  598  3,967  1,772   

（人口 10 万対） 616.2  513.9  473.5  581.4  414.0  824.4  661.5  703.6  

病院の療養病床数 4,124  796  462  1,442  181  653  590   

（人口 10 万対） 208.8  208.9  252.0  278.6  125.3  135.7  220.2  258.2  

診療所 一般診療所数 1,462  232  118  425  107  363  217   

（人口 10 万対） 74.0  60.9  64.4  82.1  74.1  75.4  81.0  79.1  

うち有床診療所数 124  19  15  39  10  24  17   

（人口 10 万対） 6.3  5.0  8.2  7.5  6.9  5.0  6.3  6.6  

有床診療所の病床数 1,818  301  238  534  162  374  209   

（人口 10 万対） 92.0  79.0  129.8  103.2  112.2  77.7  78.0  88.4  

歯科診療所数 992  154  89  299  65  230  155   

（人口 10 万対） 50.2  40.4  48.5  57.8  45.0  47.8  57.9  54.0  

※出典：栃木県保健福祉部医療政策課「平成 27 年度栃木県病院・診療所名簿」（平成 27 年 4月 1日現

在）、全国平均は平成 26 年(2014)医療施設（静態・動態）調査・病院報告（厚生労働省：平成 26 年

10 月 1日現在）」 
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（２）主な医療従事者数 

本県の医療施設に従事する主な医療従事者の人口 10 万人当たりの人数をみる

と、医師、歯科医師、薬剤師はいずれも全国平均を下回っています。また、就業

保健師及び就業准看護師は全国平均を上回っていますが、就業助産師及び就業看

護師は下回っています。 

【表２：栃木県内の主な医療従事者数】 

  
県合計 

保健医療圏名 
全国平均 

県北 県西 宇都宮 県東 県南 両毛 

医療施設に従事する医
師数 

4,214  527  260  950  166  1,818  493    

（人口 10 万対） 212.9  137.9  141.3  183.4  114.5  377.4  183.4  233.6  

医療施設に従事する歯

科医師数 
1,299  192  118  386  82  330  191    

（人口 10 万対） 65.6  50.2  64.1  74.5  56.6  68.5  71.1  79.4  

薬局・医療施設に従事

する薬剤師数 
3,001  450  240  844  155  870  442    

（人口 10 万対） 151.6  117.7  130.5  162.9  106.9  180.6  164.5  170.0  

就業保健師数 837  164  96  229  65  200  83    

（人口 10 万対） 42.3  42.9  52.2  44.2  44.8  41.5  30.9  38.1  

就業助産師数 462  81  38  96  27  161  59    

（人口 10 万対） 23.3  21.2  20.7  18.5  18.6  33.4  22.0  26.7  

就業看護師数 15,019  2,235  975  4,438  752  4,680  1,939    

（人口 10 万対） 758.6  584.8  530.0  856.6  518.8  971.4  721.5  855.2  

就業准看護師数 6,648  1,425  678  1,700  409  1,311  1,125    

（人口 10 万対） 335.8  372.8  368.5  328.1  282.2  272.1  418.6  267.7  

※出典：医師数から薬剤師数は厚生労働省「平成 26 年医師・歯科医師・薬剤師調査」、就業保健師以下

は厚生労働省「平成 26 年衛生行政報告例」 

 

 

（３）在宅療養支援診療所及び訪問看護ステーション数 

本県の在宅療養支援診療所及び訪問看護ステーションの人口 10 万人あたりの施

設数をみると、いずれも全国平均を下回っています。 

【表３：栃木県内の在宅療養支援診療所及び訪問看護ステーション数】 

  
県合計 

保健医療圏名 
全国平均 

県北 県西 宇都宮 県東 県南 両毛 

在宅療養支援診療所数 155  32  4  36  8  53  22   

（人口 10 万対） 7.7  8.1  2.1  7.0  5.3  10.9  8.0  10.8  

訪問看護ステーション数 86  17  4  25  4  20  16   

（人口 10 万対） 4.3  4.3  2.1  4.9  2.7  4.1  5.8  6.1  

※出典：在宅療養支援診療所数及び訪問看護ステーション数は栃木県調べ（平成 27 年 8月）、在宅療養

支援診療所数全国平均は保険局医療課調べ（平成 24 年 7月 1日時点）を用いて計算、訪問看護ステー

ション数全国平均は厚生労働省「平成 26 年介護サービス施設・事業所調査」を用いて計算 
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（４）介護施設等の整備数 

本県の介護老人保健施設の人口 10万人当たりの施設数と定員数をみると、施設

数ではわずかに全国平均を上回っていますが、定員数は全国平均を下回っていま

す。 

【表４：介護老人保健施設数（入所施設の定員）】 

  
県合計 

保健医療圏名 
全国平均 

県北 県西 宇都宮 県東 県南 両毛 

介護老人保健施設数 65  13  8  11  6  16  11   

（人口 10 万対） 3.3  3.4  4.4  2.1  4.2  3.3  4.1  3.2  

介護老人保健施設定員 5,567  1,145  674  1,038  520  1,394  796   

（人口 10 万対） 281.8  300.8  368.5  200.1  360.5  289.4  297.5  285.0  

※出典：施設数及び定員数は栃木県調べ（平成 27 年 7月）、全国平均は厚生労働省「平成 26 年介護サ

ービス施設・事業所調査」を用いて計算 

 

 

また、本県の介護施設の要介護認定者１万人当たりの施設（定員）数をみる

と、特別養護老人ホームとサービス付き高齢者住宅では全国平均を上回っていま

すが、グループポーム、有料老人ホームでは全国平均を下回っています。 

【表５：栃木県の主な介護施設数（入所施設の定員）】 

  

要 介 護 認 定 者

数（H27.3 月末）            

※1 

要介護認定者 1 万人当たりの施設整備数 ※2 

施設系 居住系 

特別養護 

老人ホーム 

グループ 

ホーム 

有料老人 

ホーム 

サービス付き 

高齢者住宅 

栃木県 59,863 1,402.7 351.3 416.8 529.7 

全 国 4,349,079 1,283.5 446.2 956.1 402.6 

 

※１ 出典：介護保険事業状況報告（平成 27 年 3月末現在） 

※２ 算出方法：施設定員数（栃木県調べ）／要介護認定者数（※１）＊10,000 
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【出典】2013 年：総務省「平成 25 年住民基本台帳年齢別人口（市区町村別）」 

    2015 年～2040 年 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来人口推計（平成 25 年（2013 年）3月推計）」 

266,174 253,658 231,478 210,238 191,015 178,439 169,097 

1,276,305 1,206,430 1,134,958 1,081,477 1,030,632 965,360 877,798 

468,381 513,650 559,801 575,477 578,135 
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596,473 

20.0%

22.0%

24.0%

26.0%

28.0%

30.0%

32.0%

34.0%

36.0%

38.0%

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2013年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

人
0～14歳 15～64歳 65歳以上

栃木県 全国

３ 本県における少子高齢化の進行と医療需要の変化 

（１）少子高齢化の進行 

① 将来人口 

本県の総人口は、平成17（2005）年の約202万人をピークに減少に転じており、

平成25（2013）年3月31日現在の住民基本台帳によれば、2,016,860人となってい

ます。 

これを年齢構成別にみると、0歳から14歳までの年少人口は266,174人(13.2%)、

15歳から64歳までの生産年齢人口が1,276,305人（63.5%）、65歳以上の老年人口

は468,381人（23.3％）となっています。 

本県における人口のピークであった平成17（2005）年と比較すると、年少人口

の総人口に占める割合は14.1％から13.2％へ、生産年齢人口では66.3％から

63.5％へと減少しています。一方、65歳以上の老年人口の総人口に占める割合

（高齢化率）は、19.4％から23.3％へと増加しています。 

この傾向は今後も続くとされており、国立社会保障・人口問題研究所「日本の

地域別将来人口推計」では、本県の高齢者人口は平成37（2025）年には平成25

（2013）年の約1.23倍の575,477人（高齢化率は約30.8％）、平成52（2040）年に

は約1.27倍の596,473人（高齢化率は約36.3％）に達すると予測されます。 

 

【グラフ１：栃木県の将来人口の推計】 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.23 倍 

1.27 倍 

※折れ線グラフは高齢化率
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② 高齢者単独・夫婦のみ世帯数 

本県の高齢者単独世帯は、平成22 年には約５万３千世帯でしたが、平成37年に

は約８万７千世帯となり、約1.6倍になると予測されます。 

   また、世帯主が高齢者の夫婦のみ世帯は、平成22年には約６万７千世帯でした

が、平成37年には約９万１千世帯に増え、約1.4倍になると予測されます。 

本県の世帯主が高齢者の世帯は、平成22年には全世帯の29.2％（全国平均

30.8％）でしたが、平成37年には39.7％（全国平均38.4％）に増加すると予測さ

れます。 

また、高齢者の単独世帯及び夫婦のみ世帯の全世帯に対する割合は、平成22年

には16.1％（全国平均19.6％）でしたが、平成37年には23.9％（全国平均

25.7％）に増加すると予測されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



7 

 

③ 人口動態における死亡の状況 

平成 26（2014）年の本県における死因の構成は、第 1位悪性新生物（がん）

(27.5％)、第 2位心疾患(16.3％)、第 3位脳血管疾患(10.6％)となっており、ここ

数年では悪性新生物は増加、心疾患は微増～横ばい、脳血管疾患は横ばい～減少の

傾向となっています。また、第 4位の肺炎(9.5％)が増加傾向です。全国では肺炎

が死因の第 3位であり、死亡の 89％が 75 歳以上となっています。 
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（２）高齢化に伴う医療需要の変化 

  医療需要等の推計にあたっては、地域医療構想策定のため厚生労働省が作成し

た「必要病床数等推計ツール」（以下「推計ツール」といいます。）を用いてい

ます（推計の考え方等については、16・17 頁の「留意事項」を参照ください）。 

① 入院医療及び在宅医療等（※）の医療需要推計  

将来の病床の機能分化と連携、在宅医療や介護の推進に向けた検討のため、本

県の、入院での医療、居宅等における訪問診療、介護老人保健施設における医療

を受けている人数（通院は含まれません）（以下単に「医療需要」と言いま

す。）を推計した結果はグラフ２のとおりです。 

※在宅医療等とは、居宅、特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、

有料老人ホーム、介護老人保健施設、その他医療を受ける者が療養生活を営むこと

ができる場所であって、現在の病院・診療所以外の場所において提供される医療を

指します。 

なお、在宅医療等で対応することが可能と考えられる療養病床の医療区分Ⅰ(＊2）

の 70％の入院患者及び一般病床のうち診療報酬における出来高点数が入院医療基本

料を除き 175 点以下の入院患者は「在宅医療等」の医療需要として推計していま

す。また、将来の医療需要においては、療養病床の入院受療率の地域差を解消する

ための目標値(＊3）（以下これを「地域差解消分」といいます。）を見込んで推計

しています。 

 

平成 25（2013）年の医療需要の 24,158 人/日と比較すると、平成 37（2025）年

には 30,354 人/日（1.26 倍）、平成 42（2030）年には 33,474 人/日(1.39 倍)、

平成 47（2035）年には 34,723 人/日（1.44 倍）まで増加し、平成 52（2040）年

には 34,274 人/日（1.42 倍）と減少に転じます。 

【グラフ２：栃木県の医療需要の将来推計（医療機関所在地）】 

  

  

  

 

 

 

※推計ツール（平成 27 年 6 月版,厚生労働省）による分析 
 
＊2）療養病床は、医療の必要度の多寡で医療区分Ⅰ、Ⅱ、Ⅲで区分され、医療区分Ⅰは日常生活動

作等の自立度が比較的高い患者の医療を担っています。 

＊3）平成 25（2013）年の療養病床入院受療率の全国最大値（都道府県単位）が全国中央値（都道府

県単位）まで低下する割合（全国定率）を用いて推計しています。 
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（％） 

この推移を、平成 25（2013）年の医療需要を基準として年齢階級別に見ると、

65 歳以上、特に 75 歳以上の年齢層において医療需要の伸びが大きいことがわか

ります。 

【グラフ３：年齢階級別の医療需要（医療機関所在地）の伸び】 

  

 

 

 

 

 

※推計ツール（平成 27 年 6 月版,厚生労働省）による分析 
 

また、本県の医療需要について、「入院医療」と「在宅医療等」とに区分した

場合、それぞれの医療需要はグラフ４のとおりです。 

入院の医療需要は、平成 25（2013）年では 11,904 人/日ですが、平成 37

（2025）年には 13,069 人/日（1.10 倍）、平成 42（2030）年には 13,789 人/日

（1.16 倍）、平成 47（2035）年には 13,988 人/日（1.17 倍）に増加します。 

一方、在宅医療等の医療需要は、平成 25（2013）年では 12,254 人/日ですが、

平成 37（2025）年には 17,285 人/日（1.41 倍）、平成 42（2030）年には 19,685

人/日（1.61 倍）、平成 47（2035）年には 20,735 人/日（1.67 倍）に増加しま

す。 

 

【グラフ４：栃木県の入院医療と在宅医療等の需要の将来推計(医療機関所在地)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

※推計ツール（平成 27 年 6 月版,厚生労働省）による分析 
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②入院医療需要の年齢階級別推計 

平成 25（2013）年の本県の医療需要について、医療機能区分別の内訳を、年齢

構成により全年齢、0歳から 14 歳まで、15 歳から 64 歳まで、65 歳以上及び 75

歳以上に分けて比較した結果はグラフ５のとおりです。 

全年齢では、高度急性期が 10％、急性期が 31％、回復期が 33％、慢性期が

26％を占めています。 

これを、年齢階層別にみると、15歳未満では、高度急性期（43％）と急性期

（48％）で全体の 9割を占めます。 

一方、75歳以上では、回復期（34％）と慢性期（35％）で全体の約７割を占め

ています。 

高齢者層においては、救命救急や高度な手術等を伴う手厚い医療の需要は相対

的に小さく、在宅への復帰に向けたリハビリテーションや服薬管理などの長期的

な療養生活を支える医療の需要が相対的に大きいと考えられます。 

 

【グラフ５：栃木県の年齢階級別の入院医療需要の構成(2013 年)】 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

※推計ツール（平成 27 年 6 月版,厚生労働省）による分析 
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③ 入院医療需要の病床機能別推計 

入院の医療需要を患者の病態に応じ、救命救急病棟等で重症者に対し密度の高

い医療を行う高度急性期及び急性期、急性期における治療が終わり居宅等への復

帰に向けた医療を行う回復期、長期間の療養を伴う慢性期の４つの病床機能に区

分して推計した結果はグラフ６のとおりです。 

入院の医療需要について、平成 25（2013）年（11,903 人/日）とピークとなる

平成 47（2035）年（13,988 人/日）の病床機能区分別の内訳を比較すると、平成

25（2013）年では高度急性期が 1,217 人/日、急性期が 3,669 人/日、回復期が

3,877 人/日、慢性期が 3,141 人/日ですが、平成 47（2035）年では、高度急性期

が 1,290 人/日（1.06 倍）、急性期が 4,398 人/日（1.20 倍）、回復期が 5,036 人

/日（1.30 倍）、慢性期が 3,264 人/日（1.04 倍）となります。 

回復期、急性期、高度急性期の順で医療需要の伸びが大きく、慢性期について

は、地域差解消分を見込んでも微増しています。 

 

【グラフ６：栃木県の入院医療需要の病床機能別推計（医療機関所在地）】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※推計ツール（平成 27 年 6月版,厚生労働省）による分析 
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④ 入院医療需要の主要診断群別推計 

推計ツールを用いて疾病別に分析が可能な入院医療需要（高度急性期、急性

期、回復期の計）について、ＭＤＣ(※4)に基づく主要診断群別医療需要を推計し

た場合の伸び率はグラフ７のとおりです（慢性期についてはデータに病名がない

ため分析ができません）。 

高齢化の進展に伴い、呼吸器系疾患、外傷・熱傷・中毒、循環器系疾患の順で

医療需要の伸びが大きくなっています。 

 

【グラフ７：栃木県の主要診断群別の入院医療需要の推移】 

 

 

 

   

  

  

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

※推計ツール（平成27年6月版,厚生労働省）による分析 

 

 

 

＊4）Major Diagnostic Category の略で、レセプトデータ等で使われる主要診断群といい、ＤＰＣ(＊5)
では、診断分類群の大分類に相当するもので、概ね臓器系統により 18 群に分類されています。 
＊5）Diagnostic Procedure Combination の略で、診断名と主要な治療を組み合わせてコード化し、包括

的診療報酬支払い等に用いられるもの。 

（％） 
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0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000

2040

2035

2030

2025

2013

がん 脳卒中 心筋梗塞 成人肺炎 大腿骨骨折 その他

推計ツールにおいては、特定の個人が第三者に識別されることを防ぐため、医療需要
及び必要病床数等の数が 二次医療圏にあっては 10 未満となる数値は非表示（0.0）
となっています。そのため、医療需要の小さい疾病では実際より小さい数値となって
いることに留意する必要があります。 

（人/日） 

 

⑤ 主な疾病の入院医療需要推計 

「がん」「脳卒中」「急性心筋梗塞」「成人肺炎」「大腿骨骨折」は、死亡や

要介護の原因となる割合が高く、これらの疾病が入院医療需要（高度急性期、急

性期、回復期の計）に占める割合は、グラフ８のとおりです（慢性期については

データに病名がないため分析ができません）。 

平成 25（2013）年の入院医療需要では、がん 15.4％、脳卒中 4.6％、急性心筋

梗塞 0.2％、成人肺炎 7.7％、大腿骨骨折 1.9％、となっています。 

また、本県の医療需要のピークとなる平成 47(2035)年では、がん 13.7％、脳卒

中 5.3％、急性心筋梗塞 0.1％、成人肺炎 9.5％、大腿骨骨折 2.6％、と推計され

ます。 

 

【グラフ８：栃木県の主な疾病の入院医療需要の推移】 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

※必要病床数等推計ツール（平成 27 年 6 月版,厚生労働省）による分析 

 

【留意点】 
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主な疾病別に入院の医療需要の推移を平成25（2013）年と比較すると、「が

ん」は平成37（2025）年に1.11倍、「脳卒中」は平成42（2035）年に1.41倍、

「成人肺炎」は平成42（2035）年に1.51倍、「大腿骨骨折」は平成42（2035）年

に1.63倍になると推計されます。 

【グラフ９：栃木県の主な疾病の機能別入院医療需要の推移】 
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※推計ツール（平成 27 年 6 月版,厚生労働省）による分析 

 

 

  



16 

 

63.5 (5.2%)

-70.6 (-28.9%)

-55.1 (-41.2%)

-20.8 (-6.0%)

-38.6 (-45.8%)

256.3 (99.0%)

-8.6 (-5.3%)

111.0 (2.7%)

-188.1 (-22.5%)

-121.9 (-25.4%)

70.5 (6.6%)

-86.9 (-29.1%)

455.2 (50.7)

-16.0 (-3.1%)

115.3 (2.5%)
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-48.3 (-25.4%)
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栃木県

県 北

県 西

宇都宮

県 東

県 南

両 毛

〔流出〕 〔流入〕

高度急性期 急性期 回復期 慢性期

（人／日）

※（ ）内は医療需要に占める流出入割合

 

⑤ 圏域を越える入院医療需要（流出入）の推計 

推計ツールで算出される「医療機関所在地の医療需要」と「患者住所地の医療

需要」とを比較することにより、現在の入院患者の受療動向を基にした将来の圏

域を超えた入院医療需要（流出入）を把握することができます。 

※「医療機関所在地の医療需要」＞「患者住所地の医療需要」の場合は流入 

※「医療機関所在地の医療需要」＜「患者住所地の医療需要」の場合は流出 

平成 37(2025)年における、各二次保健医療圏の病床機能区分別の患者の流出入

の状況はグラフ 10 のとおりです。 

本県では二次保健医療圏を超えてのアクセスが比較的容易であり、二つの大学

病院のある県南医療圏への大きな流入が見られるほか、県都である宇都宮医療圏

への流入が見られます。一方、県北・県西・県東の各二次保健医療圏においては

全ての病床機能区分で流出が見られます。両毛医療圏においても流出が見られま

すが、その数は小さく、ほぼ地域完結型となっています。 

栃木県全体では、高度急性期、急性期、回復期で、3～5％程度他県から流入す

る一方、慢性期では 3％程度他県への流出が見込まれます。 

 

【グラフ 10：栃木県の二次医療圏別医療機能別の入院医療の流出入推計(2025 年)】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※推計ツール（平成 27 年 6 月版,厚生労働省）による分析 
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１．医療需要について 

推計ツールは、地域医療構想策定のため厚生労働省が作成し、各都道府県に提供（技術的
支援）したもので、平成 25（2013）年度の、全保険者の NDB レセプト、DPC、公費負担、分
娩、労災、自賠責等、住民基本台帳人口、将来推計人口（社人研）等のデータを基に１日当
たりの医療需要（１日当たり入院患者延べ数）を算出したものです。推計には、「医療機関
所在地」「患者住所地」の２通り在り、その違いは以下のとおりです。 

【医療機関所在地】 

地域の医療需要を把握する際に、患者が医療を受けている医療機関の所在地を基に医療需要を捉

えたものです。 

（例）Ａ市に住んでいる方がＢ市にある病院に入院している場合→Ｂ市の医療需要 

【患者住所地】 

地域の医療需要を把握する際に、患者の住んでいる住所地を基に医療需要を捉えたもの（その地

域で発生する医療需要）です。 

（例）Ａ市に住んでいる方がＢ市にある病院に入院している場合→Ａ市の医療需要 

 なお、医療需要の将来推計の比較では、平成 25（2013）年度のデータが医療機関所在地

のみ明らかなため、医療機関所在地のデータにより比較しています。 

２．病床機能区分について 

推計ツールにおける病床機能区分（高度急性期、急性期、回復期、慢性期）については、

「地域医療構想策定ガイドライン」（平成27年3月31日医政発0331第53号厚生労働省医政局

長通知）の考え方に基づいています（下表「病床機能別分類の境界点（C1～C3）の考え方」

を参照）。このため、病床機能報告制度の医療機能区分の考え方（医療法施行規則第30条の

33の2）とは異なっています。 

【高度急性期、急性期、回復期】 

入院患者の 1日あたりの診療報酬の出来高点数の多寡で、高度急性期 3000 点以上、急性期 600

点以上-3000 点未満、回復期 175 点以上-600 点未満（いずれも入院基本料等除く）相当の入院医

療を受けている患者数を医療需要として算出したものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

留 意 事 項 
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【慢性期】 

一般病床に入院している障害者・難病患者数、療養病床の入院患者数（回復期リハビリテーショ

ン病棟の患者及び医療区分Ⅰの 70％を除く）を算出したものです。 

将来の医療需要の推計においては、療養病床の入院受療率の全国差を解消するための目標値（以

下「地域差解消分」という）を見込んで推計することとされており、本県においては、平成 25

（2013）年の療養病床入院受療率の全国最大値（都道府県単位）が全国中央値（都道府県単位）

まで低下する割合（全国定率）を用いて推計しています。 

【在宅医療等】 

訪問診療を受けている患者、一般病床で 175 点未満相当の入院患者数、療養病床の医療区分Ⅰの

患者数の 70%、介護老人保健施設入所者数を算出しています。将来の推計においては、慢性期病

床における地域差解消分を在宅医療等の医療需要に含んでいます。 

 

３．必要病床数の推計について 
上記１の医療需要を以下の病床稼働率で割り戻して推計しています。 
【高度急性期、急性期、回復期、慢性期の病床稼働率】 

病床稼働率を、高度急性期 0.75、急性期 0.78、回復期 0.90、慢性期 0.92 として算出 

 

４．その他 

特定の個人が第三者に識別されることを防ぐため、医療需要の数が二次医療圏にあっては
10 未満、市区町村にあっては 100 未満となる数値は、非表示（0.0）となります。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【参考：平成 26年度病床機能報告制度における医療機能区分の考え方】 
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４ 本県における地域医療構想区域 

地域医療構想における構想区域とは、地域における病床の機能の分化及び連携を

推進するための基準として定める区域です（医療法第30条の4第2項第7号）。 

構想区域の設定については、現行の二次保健医療圏を原則として、人口構造の変

化の見通しその他の医療の需要の動向並びに医療従事者及び医療提供施設の配置の

状況の見通しその他の事情を考慮して、一体の区域として地域における病床の機能

の分化及び連携を推進することが相当であると認められる区域を単位として設定す

ることとされています（医療法施行規則第30の28の2）。 

地域特性を踏まえバランスの取れた医療提供体制を構築するためには、医療のみ

ならず地域包括ケア体制の構築等も同時に進める必要があり、老人福祉圏域、医療

介護総合確保区域等と整合性を図る必要があることから、本県における地域医療構

想区域（以下「区域」）という。）は、二次医療圏（保健医療圏）と同じ区域とし

ます。 

 

  【地域医療構想区域名と構成市町】 

地域医療構想区域名 構成市町 

県北地域医療構想区域 大田原市、矢板市、那須塩原市、さくら市、那須烏山市 

塩谷町、高根沢町、那須町、那珂川町  

県西地域医療構想区域 鹿沼市、日光市 

宇都宮地域医療構想区域 宇都宮市 

県東地域医療構想区域 真岡市、益子町、茂木町、市貝町、芳賀町 

県南地域医療構想区域 栃木市、小山市、下野市、上三川町、壬生町、野木町 

両毛地域医療構想区域 足利市、佐野市 
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 【地図：栃木県の地域医療構想区域】 
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５ 本県において目指すべき将来の医療提供体制 
 

（１）平成 37（2025）年における医療機能別の医療需要及び必要病床数 

  少子高齢化に伴う将来の医療需要の変化に適切に対応し、高度急性期から、急性

期、回復期、慢性期まで、患者の病態にあった良質な医療を切れ目なく効率的に提

供するためには、各地域でバランスの取れた医療提供体制の構築を目指す必要があ

ります。 

  そのため、「３ 本県における少子高齢化の進行と医療需要の変化」での推計を基

に、本県及び各区域の平成 37（2025）年における医療需要と、将来の一般病床及び

療養病床を合わせた必要量（以下「必要病床数」といいます。）を推計しました。 

  必要病床数については、現在の医療提供体制において区域を越えて構築されている

分野があること、それにより区域を越えた受療動向が見られることから、医療機関所在

地の医療需要による必要病床数で算定することとします。 

 

 

 

  

 なお、医療需要及び必要病床数は、医療法及び医療法施行規則で定められた算定

方法により算定しており、療養病床の受療率の地域差を解消するための目標値は、

平成 25（2013）年の療養病床入院受療率の全国最大値（都道府県単位）を全国中央

値（都道府県単位）まで低下させる割合（全国定率）を用いることとします。 

（医療法第30条の4第2項第7号イ、整備省令第１条の規定による改正後の医療法施行規則第30条の28の3第1項

及び第2項、別表第６） 

 

これに基づき、本県における平成 37（2025）年の医療需要と必要病床数、在宅医

療等の必要量を推計した結果は次のとおりです。  

【都道府県間の調整について】 

二次医療圏単位で医療機能別に 10人以上の患者流出入のある隣接県（福島県、

群馬県、茨城県、埼玉県）とは、流出入にかかる調整をすることとされており、各

県との協議の結果、医療機関所在地の医療需要で算定することとなりました。 
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◆栃木県における 2025 年の医療需要と必要病床数（一般病床及び療養病床）                                    

 機能区分 医療需要[人/日] 必要病床数[床] 

県 

全 

体 

高度急性期 １，２９６ １，７２８ 

急 性 期 ４，１９９ ５，３８５ 

回 復 期 ４，６６１ ５，１７９ 

慢 性 期 ２，９１３ ３，１６６ 

計 １３，０６９ １５，４５８ 

県 

 

北 

高度急性期   １７４   ２３２ 

急 性 期   ６４７   ８３０ 

回 復 期   ８３０   ９２２ 

慢 性 期   ４６１   ５０１ 

計 ２，１１２ ２，４８５ 

県 

 

西 

高度急性期    ７９   １０５ 

急 性 期   ３５８   ４５９ 

回 復 期   ３２２   ３５８ 

慢 性 期   ２５０   ２７２ 

計 １，００９ １，１９４ 

宇 

都 

宮 

 

高度急性期   ３２７   ４３７ 

急 性 期 １，１３６ １，４５７ 

回 復 期 １，２２６ １，３６３ 

慢 性 期 １，０７４ １，１６７ 

計 ３，７６３ ４，４２４ 

県 

 

東 

高度急性期    ４６     ６１ 

急 性 期   ２１１    ２７１ 

回 復 期   １８０    ２００ 

慢 性 期    １４２    １５４ 

計 ５７９ ６８６ 

県 

 

南 

高度急性期   ５１５     ６８７ 

急 性 期 １，３５３ １，７３５ 

回 復 期 １，５８６ １，７６２ 

慢 性 期   ５２７     ５７３ 

計 ３，９８１ ４，７５７ 

両 

 

毛 

高度急性期   １５５   ２０６ 

急 性 期   ４９４   ６３３ 

回 復 期   ５１７   ５７４ 

慢 性 期   ４５９   ４９９ 

計 １，６２５ １，９１２ 
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◆栃木県における 2025 年の在宅医療等の必要量[人/日]                                  

県全体 １７，２８５   

県 北 ２．８２２  

県 西     １，３１６   

宇都宮 ５，０１２   

県 東  ９５１  

県 南     ４，０８９  

両 毛     ３，０９５  

 

 

必要病床数は、将来の医療提供体制について、医療関係者をはじめ、介護関係者

や医療を受ける住民の方々に一緒に考え行動していただくための参考値であり、病

床の削減目標といった性格を持つものではありません。 

また、本県においては、高齢化の進展が平成 37（2025）年以降も続くことから、

医療需要のピークが平成 47（2035）年になることに留意するとともに、患者の受療

動向の変化や隣接県における医療提供体制の整備状況等も注視し、保健医療計画の

次期改定の際に、医療需要及び必要病床数の見直しの必要性について検討すること

とします。 

 

【参考①：平成 47（2035）年の医療需要と必要病床数】                                     

機能区分 医療需要[人/日] 必要病床数[床] 

高度急性期 １，２９０ １，７１９ 

急 性 期 ４，３９８ ５，６３９ 

回 復 期 ５，０３６ ５，５９９ 

慢 性 期 ３，２６４ ３，５４７ 

計 １３，９３３ １６，５０４ 
 

 

 

 

 

 

 

在宅医療等 ２０，７３５ [人/日]  
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【参考②】平成 26年度病床機能報告結果 

  2014 年          （単位：床） 
  高度急性期 急性期 回復期 慢性期 無回答 計 

全体  3,739 7,782 1,258 4,365 353 17,497 

 病院 3,720 6,680 1,062 4,199 257 15,918 

 診療所 19 1,102 196 166 96 1,579 

  
 ※平成 26 年 7 月 1 日現在の状況について、医療機関から提出された報告結果（提出

率：92.8%）です。 

 ※機能区分は、病床が担う医療機能について各医療機関が自主的に判断して報告したも
のです。機能区分の考え方は、必要病床数の推計における機能区分の考え方と異なり
ます（詳しくは 17頁を参照）。また、届け出ている入院基本料や診療科、治療内容
等により規定されるものではありません。 

※「無回答」は機能区分の回答がなかった数で、「計」に含まれます。また、「計」に
は稼働していない病床も含みます。 

※平成 26年度は病床機能報告制度の初年度であり、他の医療機関の報告状況や地域医
療構想及び地域医療構想の病床の必要量（必要病床数）等の情報を踏まえていない状
況において各医療機関が報告を行ったものであることに注意が必要です。 

※各病床機能の中には、特定の役割を担っている病床が含まれていることに注意が必要
です（例：高度急性期の中に特定集中治療室、急性期の中に産科病床、回復期の中に
回復期リハビリテーション病棟、慢性期の中に障害者施設等一般病棟が含まれている
など）。 

 
【参考③】許可・届出病床数（平成 27年４月１日現在） 

一般・療養病床（許可・届出）          （単位：床） 

一般 療養 計 

病院 診療所 計 病院 診療所 計 病院 診療所 計 

12,172 1,740 13,912 4,124 78 4,202 16,296 1,818 18,114 

 
※稼働していない病床を含みます。 
※矯正施設の診療所の病床を含みます。 
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（２）将来の医療需要に対応した医療提供体制構築の方向性 

   本県の医療需要は、平成 47(2035)年まで増加し続けると推計されています。平

成 37(2035)年及び医療需要のピーク時(2035 年)の必要病床数と、平成 26(2014)

年の病床機能報告で報告された病床数を比較すると、総数では報告された病床数

が必要病床数を上回っていますが、病床の医療機能別の内訳を見ると、報告され

た病床数より必要病床数が上回っている機能区分もあり、将来に向けバランスの

とれた医療機能を確保する必要があります。 

将来の医療需要の変化に対応した体制を効率的・効果的に構築するためには、

現在の医療資源を最大限に活用し、急性期から回復期への病床機能の転換等の取

組を促進していく必要があります。 

また、慢性期の療養については、入院医療のほか在宅医療や介護も含め地域全

体で支える体制づくりが求められます。加えて、各区域の特性や地域実情はそれ

ぞれ異なることから、地域住民のニーズも踏まえながら、各区域の実情にあった

提供体制の構築を図っていく必要があります。 

各医療機能について、目指すべき機能や体制、課題は以下のとおりです。 

  

①入院医療 

（高度急性期） 

高度急性期については、将来の医療需要は横ばいで推移しますが、医療機

能の集約化や広域での連携体制の強化等を進め、より効率的な医療提供体制

の構築を図ることが求められます。また、患者に必要な医療を適切に提供し

た後は、患者がより身近な地域で回復期、慢性期の医療を受けられるような

連携体制の構築が必要です。 

（急性期） 

急性期については、各区域における二次救急医療提供体制等を確保した上

で、それぞれの医療機関が、患者に必要な医療を適切に提供した後は、病態

に応じて切れ目なく回復期、慢性期の医療へつなげていくことができるよ

う、医療機関相互の役割分担と連携等を促進していくことが求められます。 

（回復期） 

回復期については、医療需要の伸びが大きく見込まれることから、急性期

を担う医療機関と連携し、より身近な地域で在宅への復帰に向けたリハビリ

テーション等が受けられる医療機能の充実を図る必要があります。 

（慢性期） 

慢性期については、療養病床の受療率の地域差の縮小の方向性を踏まえつ

つ、病状は比較的安定していても継続的して医療的ケアが必要な患者に対す

る適切な医療提供体制を患者の身近な地域で確保する必要があります。また

現在、厚生労働省の「療養病床のあり方等に関する検討会」において「新た

な施設類型」等の検討がなされているところであり、地域全体で支えていく

体制構築を図る上で、こうした動きも注視していく必要があります。 
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（その他） 

各区域において、将来の医療需要に対応した医療提供体制の構築に当たっ

ては、病床機能のバランスを考慮するだけでなく、産科病床や障害者施設等

一般病棟などの特定の役割を担っている病床の維持確保にも留意して進めて

いく必要があります。 

将来の医療需要の変化に対応した医療提供体制を充実させるためには、各

医療機能に対応できる医師・看護師・歯科医師・薬剤師等の医療従事者の育

成や確保が必要です。 

 

②在宅医療等 

（在宅医療サービスの基盤強化） 

本県では、在宅療養支援診療所や訪問看護ステーション等の在宅医療サービ

ス基盤が脆弱であることから、各区域の実情に応じた基盤整備が不可欠です。 

（在宅医療に係る医療・介護従事者の育成・確保） 

訪問診療を担っている医師をはじめ、それら医師と連携する歯科医師、訪

問看護師、薬剤師等の人材不足が懸念されることから、在宅医療を担う多様

な医療従事者の育成を図る必要があります。また、地域で高齢者の療養生活

等を支える介護人材の育成・確保も重要な課題です。 

（在宅医療を支える多職種の連携強化） 

在宅医療は、医師をはじめとして、歯科医師、訪問看護師、薬剤師等の

様々な医療職と、ホームヘルパー等の介護サービス従事者など、多職種によ

る連携により提供されることから、これら関係者の連携強化をより一層図る

必要があります。 

（介護保健施設等も含めた受け皿の強化・充実） 

居宅等（自宅や介護保険施設等をいいます。以下同じ。）で訪問診療を受

けている方や、介護老人保健施設で医療を受けている方等、療養の形態は

様々であることから、増大する医療需要に対応するため、介護サービス提供

施設も含めた受け皿の充実・強化が不可欠です。 

（地域包括ケアシステム構築に向けた取組との調和） 

県内各市町において、それぞれの地域特性に応じた「地域包括ケアシステ

ム」の構築に向けた取組が進められているところであり、市町の介護施策や

まちづくり施策と調和を図りながら、在宅医療等の充実を図る必要がありま

す。 

（人生の最終段階における医療に関する意識醸成・啓発） 

平成 25（2013)年に厚生労働省が実施した「人生の最終段階における医療に

関する意識調査」では、希望する治療方針としては、おおむね「肺炎にかか

った場合の抗生剤服用や点滴」「口から水を飲めなくなった場合の水分補

給」は希望する割合が高く、「中心静脈栄養」「経鼻栄養」「胃ろう」「人
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工呼吸器の使用」「心肺蘇生処置」といった処置を伴う治療は望んでいない

方の割合が高くなっています。人生の最終段階における医療に対する関心や

希望は人それぞれであることから、一人ひとりの思いを支えることができる

相談体制やライフステージに応じた情報提供等、自ら主体的に考える意識の

醸成を図ることが重要です。 

 

（３）栃木県保健医療計画の施策等との整合 

① ５疾病・５事業・在宅医療の推進施策との整合 

「栃木県保健医療計画（６期計画）」においては、５疾病（がん、脳卒

中、急性心筋梗塞、糖尿病、精神疾患）・５事業（救急医療、災害医療、へ

き地医療、周産期医療、小児救急を含む小児医療）・在宅医療について、そ

れぞれ医療連携体制の構築にかかる施策を推進することとしており、これら

の施策を踏まえながら、構想区域における病床の医療機能の分化・連携を図

る必要があります。 

このうち、がん、脳卒中、急性心筋梗塞については、発生頻度が高いなど

の理由から一般病床・療養病床への入院に占める割合も比較的大きく、各区

域の医療提供体制を考える上で重要です。区域単位で必要な入院機能を確保

するだけでなく、発症時の救急対応、専門的な診療の効率的な提供、在宅復

帰に向けたリハビリテーションなど様々な機能面で、医療機関へのアクセス

にも配慮しながら連携を図る必要があります。 

また、５事業のうち救急医療や周産期医療では、入院や搬送など必要な機

能の確保や連携体制の構築等が進められていることから、これらの施策等に

留意しながら、将来の医療需要に対応していく必要があります。 

在宅医療では、退院支援、療養支援を行う各機関の連携体制の構築、急変

時の入院対応や看取りなど、様々な施策が必要とされます。このため、各区

域の特性を踏まえながら、介護を含めた慢性期の療養を支える体制全般のあ

り方について、住民ニーズに沿って検討を進めていく必要があります。 

 

② 疾病対策協議会等との連携 

複数の医療機関が連携して病態に応じた医療を提供する必要のある「が

ん」「脳卒中」「急性心筋梗塞」「糖尿病」については、地域住民の立場に

立って、より良質な医療が効率的に提供できる体制を確保するため、それぞ

れの疾病対策協議会の意見等を踏まえながら、各区域内の医療機能の分化・

連携を図る必要があります。また、本地域医療構想では精神病床は対象外と

なっていますが、認知症、精神科救急、自殺対策を含むうつ病対策、身体疾

患を合併する精神障害者への医療等のニーズもあることから、精神病床の入院

や外来医療機能との連携を図っていく必要があります。 
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６ 目指すべき医療提供体制の実現に向けて 

少子高齢化の進行に伴い、より身近な地域において「治し支える医療」の確保が求め

られています。 

救命救急はもとより、今後増加する高齢者の複数疾病の罹患や長期的な療養生活の支

援等の変容する医療ニーズに適切に対応しながら、各地域においてぞれぞれの特性を活

かした医療機能の分化・連携の実現を図ることが重要です。 

「５(2)将来の医療需要に対応した医療提供体制構築の方向性」に挙げた項目を念

頭に置き、本地域医療構想の実現を目指すため、栃木県全体で以下の施策を推進すると

ともに、第２章において区域ごとに示す「地域医療構想実現のための施策」に取り組み

ます。 

 

（１）医療機能の分化・連携 

  ① 病床機能の転換の促進 

病床機能の転換に伴う施設・設備整備等を支援し、地域で不足している病床

機能への転換を促進します。特に、平成 26（2014）年度の病床機能報告結果

（23 頁参照）からは、回復期病床の不足が顕著であることから、リハビリテー

ション機能等、居宅等への復帰に向けた医療を担う病床への転換等を促進しま

す。 

    なお、平成 26（2014）年度の病床機能報告は、病床機能区分の定義が不明確

であったため正確性に欠けるとの指摘があること、また地域医療構想における

病床機能区分の基準とは相違があることなどに留意しながら進めることとしま

す。 

【具体的事業例】不足する病床機能への転換に対する助成など 

② 医療機関間の連携強化 
区域の各医療機関の役割分担をより明確にし、介護施設も含めた施設間の

緊密な連携体制の構築を促進します。 
【具体的事業例】医療・介護施設間のネットワーク化に資する取組への助

成、退院調整機能の充実強化に対する支援など 

③ 医療機能分化・連携に係る県民理解の促進 
地域医療構想において目指す病床機能の分化・連携について、医療サービス

の利用者である住民の理解を深め、適切な受療行動を促すための取組等を促進

します。 
【具体的事業例】医療機能分化・連携に関する普及啓発など 
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（２）在宅医療等の充実 

  ① 在宅医療サービスの基盤強化 

地域での療養を支える体制の整備について、介護サービスとの分担や連携も念

頭に置きながら、在宅療養支援診療所や訪問看護ステーション等、在宅医療基盤

の整備・充実に向けた取組を支援します。 

【具体的事業例】在宅療養支援病院や診療所、訪問看護ステーションの整備促

進支援など 

 

② 在宅医療を支える多職種の連携強化 
訪問診療を行う医師や訪問看護師をはじめ様々な医療職とホームヘルパー等

の介護サービス従事者など、在宅療養を支える各種専門職の連携体制の構築を推

進します。 
【具体的事業例】在宅医療連携拠点の整備、在宅歯科医療連携室の整備、在宅

医療に関わる多職種の連携会議や研修会等の開催、ICT を活

用した連携ツールの活用など 

 
③ 在宅医療に関する知識の普及啓発及び人生の最終段階における医療に       

関する意識の醸成等 

地域住民への在宅医療・介護に関する適切な情報提供を行うとともに、人生

の最終段階における医療についての知識や関心を深め、住民自らが主体的に考

えることができるような意識の醸成に努めます。 

【具体的事業例】在宅医療に関する研修会等の開催、啓発資料の作成など 

 

（３）医療従事者の養成・確保 

① 確保対策の推進 

「とちぎ地域医療支援センター」を中心に、県内の医師不足・地域偏在の解

消に向けた取組を推進します。 
【具体的事業例】医師修学資金や医学部地域枠を活用した医師の養成・確

保、医師のキャリア形成支援及び資質向上支援など 

 
② 看護職の確保対策の推進 

  看護職員の計画的な確保を図るため、看護職員の養成、県内定着促進、離職

防止、再就業促進に資する各種の取組を推進するとともに、各種専門研修等を

通じて看護職員の資質向上を図ります。 
【具体的事業例】看護職員修学資金を活用した看護職の養成・確保、病院内

保育所の運営支援、看護職の再就業支援など 
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③ 多様な専門職の育成支援 

    高齢化に伴い増加する疾患への対応や在宅医療等の充実を図るため、リハビリテ

ーション関係職や在宅医療を担う医師、歯科医師、薬剤師等、多様な専門職の育成

を支援します。 
【具体的事業例】在宅医療に関する研修、在宅歯科医療従事者研修、薬剤師

フィジカルアセスメント研修、訪問看護師の養成及び資質

向上支援など 
 

④ 医療勤務環境改善の推進 
「とちぎ医療勤務環境改善支援センター」を中心に、県内の各医療機関における

勤務環境改善の取組等を促進します。 
【具体的事業例】病院内保育所への支援、ワークライフバランスの推進など 

 

（４）その他医療機能の充実及び連携体制の強化 

「栃木県保健医療計画（６期計画）」における５疾病（がん、脳卒中、急性

心筋梗塞、糖尿病、精神疾患）・５事業（救急医療、災害医療、へき地医療、

周産期医療、小児救急を含む小児医療）の医療連携体制の構築にかかる施策を

推進します。 

【具体的事業例】小児救急医療の確保にかかる支援、病院等における歯科医

療提供体制の強化、精神科救急医療機関と他の医療機関と

の連携体制の構築等 
 

（５）施策の見直し 

本地域医療構想に記載した各施策の進捗状況を踏まえた追加的対応や、今後

新たに生じる課題等に対応するため、これらの施策については、栃木県保健医

療計画の次期改定の際など柔軟に見直しを図るものとします。 
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７ 地域医療構想の推進体制等 

（１） 推進体制 

①栃木県医療・介護総合確保懇談会（仮称） 

「栃木県医療・介護総合確保懇談会（仮称）」を設置し、医療・介護をはじ

めとする関係者から「医療介護総合確保基金」の効果的な活用等について意見

交換を行う等により、構想の実現を目指します。 

②地域医療構想調整会議 

地域医療構想区域ごとに「地域医療構想調整会議」を設置し、区域内の医

療・介護をはじめとする関係者間で病床機能報告結果の情報共有や「地域医療介

護総合確保基金」を活用した取組等の進捗状況の検証を行うなどして構想の実現を

目指します。 

③病院等情報交換会（仮称） 

各地域医療構想区域内の病床機能を持つ医療機関等が集う情報交換会を定期

的に開催し、病床機能報告結果等の構想区域内の病床機能に関する情報を共有

します。 

 

（２）各関係者等の役割 

①県 

県全体の良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の構築を目指し、他の

計画と調和・連携を図りながら、本地域医療構想に記載された取組を推進しま

す。 

 

②県健康福祉センター（保健所） 

地域医療構想調整会議等を運営し、「地域医療介護総合確保基金」を活用するな

どして、地域内の医療機関等の医療機能分化・連携に係る自主的取組等を促進しま

す。 

 

③市町村 

地域医療構想調整会議等に参画し、医療機能分化・連携に向けた地域課題を共有

するとともに、地域特性を活かした地域包括ケアシステムの構築を図ります。 
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④保険者 

地域医療構想調整会議等に参画し、医療機能分化・連携に向けた地域課題を共有

するとともに、加入者データの分析等から効果的な施策を提言するとともに、加入

者の健康づくりの啓発や適切な受療行動の促進に努めます。 

 

⑤医療機関・医療関係者 

地域の医療機能の分化・連携に関する課題を共有し、自ら機能・分化に取り組

み、他の医療機関や介護施設等との連携を強化する等、将来の医療需要に対応した

バランスのとれた医療提供体制の構築に協力します。 

⑥介護事業者等 

地域の医療機能の分化・連携に係る地域課題を共有し、医療機関等との連携強化

による介護サービスの充実等を図るなど、地域包括ケアシステムの構築に協力しま

す。 

 

⑦県民 

医療機関の役割等に関する理解を深め、適切な受療行動に努めるとともに、自ら

の人生の最終段階における医療のあり方について考えを深めます。 

 

（３）進行管理体制 

「栃木県医療・介護総合確保懇談会（仮称）」及び「地域医療構想調整会議」等

を活用しながら、目指すべき医療体制の実現に向けた施策の進捗状況について、

「医療介護総合確保基金計画」の達成状況等により毎年確認します。 
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第２章 構想区域別地域医療構想 

 

県北地域医療構想・・・・・・・・・・３５頁 

県西地域医療構想・・・・・・・・・・４７頁 

宇都宮地域医療構想・・・・・・・・・５９頁 

県東地域医療構想・・・・・・・・・・７１頁 

県南地域医療構想・・・・・・・・・・８３頁 

両毛地域医療構想・・・・・・・・・・９５頁 
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県北地域医療構想 

  

※折れ線グラフは高齢化率
 

現状 
・構想区域が広大であり、全ての病床
機能区分で患者の流出が見られる
が、高度急性期や急性期において特
に顕著である 

・区域内で救急医療体制を完結する
ためには、複数の病院の連携により、
各分野をカバーできる体制の構築が
必要 

 
 

施策の方向性 
・可能な限り居住する地域で急性期か
ら回復期までの医療が受けられ、慢
性期における療養ができるような医療
連携及び医療介護連携体制の構築 

・交通アクセスの問題なども含めたまち
づくりに向けた、関係機関・団体との
連携の促進 

・在宅療養者等を支える保健・医療・
福祉・介護のネットワークの構築 
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１ 構想区域の医療等の概要

(1) 地域特性

県北地域医療構想区域（以下「本区域」といいます。）は、大田原市、矢板市、

那須塩原市、さくら市、那須烏山市、塩谷町、高根沢町、那須町及び那珂川町の５

市４町を区域としています。

県北部に位置し、面積は2,229.52㎢で、県全体の面積の34.8％を占めています。

東京からおおむね100㎞～170㎞の範囲に位置しており、主要道路は東北自動車道、

国道４号・293号・294号が、鉄道は東北新幹線、ＪＲ東北本線、ＪＲ烏山線が整備

されています。

人口は平成26（2014）年10月1日現在で382,770人で、県人口の19.3％を占めてい

ます。人口密度は171.7人/㎢で、県平均の309.1人/㎢を大きく下回っています。65

歳以上の老年人口の割合は、本区域全体では25.5％であり、県平均（25.1％）をや

や上回っている程度ですが、那須烏山市、塩谷町、那須町、那珂川町の老年人口割

合は30％以上を示しており、県平均を大きく上回っています。一方、那須塩原市、

さくら市、高根沢町は23.2％以下で、県平均を下回っています。年少人口（0～14

歳）は12.7％、生産年齢人口（15～64歳）は61.7％となっています。老年人口の割

合は将来的には更に増加し、平成37（2025）年には32％近くに、平成47（2035）年

には35％近くに達すると推計されています。

(2) 人口動態

平成26(2014)年における人口動態調査によると、出生数が2,854人、死亡数が

4,038人となっており、出生数が死亡数を大きく下回っています。

死因別死亡では、人口10万人当たりの死亡率の高い順に、悪性新生物（298）、心

疾患（190）、脳血管疾患（102）となっています。

(3) 医療機関等

平成27(2015)年４月１日現在、病院が21施設、有床診療所が19施設（矯正施設2

診療所を含む）、一般病床が2,243床（矯正施設38床を含む）、療養病床が812床とな

っています。

平成27(2015)年8月における地方厚生局長に届け出ている在宅療養支援診療所の

数は、人口10万人当たり8.1となっており、県平均の7.7を上回っています。また、

平成27年8月における訪問看護ステーション数は人口10万人当たり4.3となってお

り、県平均の4.3と同じとなっています。

〈県北地域医療構想〉
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病 院 有床診療所

施設数 一般病床 療養病床 施設数 一般病床 療養病床 病床計

大田原市 4 634 73 6 84 0 791

矢板市 3 194 190 3 57 0 441

那須塩原市 6 840 246 3 45 0 1,131

さくら市 2 144 46 2 37 0 227

那須烏山市 2 100 50 0 0 0 150

塩谷町 0 0 0 1 3 16 19

高根沢町 2 46 141 1 5 0 192

那須町 1 0 0 1 19 0 19

那珂川町 1 0 50 2 35 0 85

計 21 1,958 796 19 285 16 3,055

【出典：栃木県保健福祉部医療政策課「平成27年度栃木県病院・診療所名簿」（平成27年4月）、施

設数には精神科病床のみを有する施設も含む】

区分 施設数 人口10万対

在宅療養支援診療所 32施設 (155施設) 8.1 (7.7)

訪問看護ステーション 17施設 (86施設) 4.3 (4.3)

【出典：栃木県調べ（平成27年8月、（ ）内は県全体数、人口10万対の（ ）内は県平均】

(4) 医療従事者

保健及び医療の従事者は、就業保健師及び就業准看護師を除き、いずれも県平均

に比べ下回っています。

区分 人数 人口10万対

医療施設に従事する医師 527人 (4,214人) 137.9 (212.9)

医療施設に従事する歯科医師 192人 (1,299人) 50.2 (65.6)

薬局・医療施設に従事する薬剤師 450人 (3,001人) 117.7 (151.6)

就業保健師 164人 (837人) 42.9 (42.3)

就業助産師 81人 (462人) 21.2 (23.3)

就業看護師 2,235人 (15,019人) 584.8 (758.6)

就業准看護師 1,425人 (6,648人) 372.8 (335.8)

【出典：医師数から薬剤師数は厚生労働省「平成26年医師・歯科医師・薬剤師調査」、就業保健

師以下は厚生労働省「平成26年衛生行政報告例」、人数の（ ）内は県全体数、人口10万対の（ ）

内は県平均】

(5) 受療動向の概要

平成23(2011)年栃木県医療実態調査によると、病院の一般病床及び療養病床への

入院患者については、他の区域への流出割合が25.2％、他の区域からの流入割合が

12.7％となっています。

また、「推計ツール」を用いた平成37（2025）年の推計では、医療機能別では、

高度急性期、急性期、回復期、慢性期いずれにおいても流出が流入を超過すると推

計されます。

〈県北地域医療構想〉
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〈県北地域医療構想〉

(6) 介護施設数（入所施設の定員）

介護施設の定員は人口10万人当たり、特別養護老人ホームで513.3人（県平均453.3

人）、介護老人保健施設300.8人（県平均281.8人）となっています。

区 分 施設数 人口10万対

特別養護老人ホーム 46施設（203施設） 12.1（10.3）

介護老人保健施設 13施設（ 65施設） 3.4（ 3.3）

区 分 定 員 人口10万対

特別養護老人ホーム 1,954人（8,956人） 513.3（453.3）

介護老人保健施設 1,145人（5,567人） 300.8（281.8）

【出典：栃木県調べ（平成27年７月、（ ）内は県全体数、人口10万対の（ ）内は県平均】

２ 2025年の医療需要と必要病床数

機能区分 高度急性期 急 性 期 回 復 期 慢 性 期 計

医療需要[人/日] １７４ ６４７ ８３０ ４６１ ２，１１２

必要病床数[床] ２３２ ８３０ ９２２ ５０１ ２，４８５

【参考】平成２６年度病床機能報告結果 （単位：床）

機能区分 高度急性期 急 性 期 回 復 期 慢 性 期 無回答 計

２０１４年 365 1,433 339 810 19 2,966

２０２０年 383 1,365 439 760 19 2,966

◆2025年の在宅医療等の必要量
在宅医療等 ２，８２２ [人/日]
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〈県北地域医療構想〉

３ 医療機能の分化・連携に向けた課題等

【高度急性期・急性期】

・全ての機能区分において患者の流出がみられますが、特に高度急性期・急性期におい

て顕著です。

・専門性が求められるがん疾患の高度急性期・急性期では、今後も多くの流出が想定

されるため、本区域内での受療率の向上に向けた機能分担・連携強化などの検討も

必要です。

・本区域内で救急医療体制を完結するためには、複数の病院の連携により、各分野を

カバーできる体制の構築を進める必要があります。なお、本区域の病院前救護体制

が、那須地区と南那須地区、塩谷地区と宇都宮区域という組み合わせで構築されて

いることに注意して検討する必要があります。

【回復期】

・回復期病床については、平成26年度病床機能報告によると、本区域では回復期機能

の病床を充実させる予定のある医療機関があることから、医療機関が地域において

担うべき役割を今後検討し、医療需要に見合った医療体制のあるべき姿を考えるこ

とが必要です。

・回復期病床が有効に機能するために、慢性期病床や在宅医療等との連携についてさ

らなる検討を進める必要があります。

【慢性期・在宅医療等】

・慢性期病床については、平成26年度病床機能報告によると、本区域では慢性期機能

の病床を縮小させる予定の医療機関があることから、入院医療需要に対し医療機関

が担うべき役割を今後検討し、地域ごとの医療提供体制のあるべき姿を考えること

が必要です。

・在宅医療等については、平成25（2013）年と比べて平成37（2025）年では在宅医療

等の需要が1.29倍（2,183人/日⇒2,822人/日）、うち訪問診療分が1.23倍（694⇒859）

と推計されます。在宅療養支援診療所、在宅医療に携わる医師や訪問看護ステーシ

ョンなどの基盤整備を促進し、医療資源の確保・充実を図るとともに、在宅療養患

者等を支える保健・医療・福祉・介護等の多職種連携によるネットワークづくりが

必要です。

【特に取組を要するその他課題等】

・小児分野については、高度急性期及び急性期で比較的小規模の流出が想定されるま

す。本区域内では小児科医の不足等の現状がありますが、小児専門医のいる中核医

療機関への小児患者の集中緩和を図るためにも、医療機関の機能分担や連携による

適切な小児医療体制の整備が必要です。

・高齢者に多い疾患については、「75歳以上の肺炎」を例にとると、急性期と回復期で

比較的小規模の流出が想定されます。急性期の治療後は本区域内で療養できるよう

慢性期病床や在宅医療等の医療機能の充実や介護との連携を図る必要があります。
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〈県北地域医療構想〉

４ 目指すべき医療提供体制を実現するための施策

高齢化の進展に伴い、より身近な地域において、患者一人ひとりの病態に応じた「治

し支える医療」の確保が求められます。

本区域はエリアが広大であることから、那須、塩谷及び南那須の３地区毎に様々な

活動を行っているという実情があり、患者動向も地区毎に異なっていることから、各

地域の実情を踏まえた検討及び施策の展開を図ることが重要です。

また、東日本大震災の影響による隣県からの慢性期等の患者の流入増の可能性や、

農村地域における家族構成の変化、医療従事者の高齢化等の影響を踏まえる必要があ

ります。

これらを念頭に置きながら、本区域における、医療機能の分化・連携に向けた課題

や将来の医療需要を踏まえ、良質な医療を効果的に提供できるバランスのとれた医療

提供体制を構築していくため、以下の施策に取り組みます。

【医療機能分化・連携の促進】

・可能な限り居住する地域で急性期から回復期までの医療が受けられるとともに、慢

性期における療養ができるよう、医療連携及び医療介護連携体制の構築を図ります。

・交通アクセスの問題なども含めたまちづくりが進められるよう、関係機関・団体と

の連携を図ります。

【在宅医療等の充実】

・在宅医療を担う医療・介護関係の専門職の連携強化に資する取組等を支援します。

・在宅医療や看取りのあり方等に関する地域住民の理解促進を図る取組等を支援しま

す。

・在宅療養者等を支える保健・医療・福祉・介護のネットワークを構築します。

【医療従事者の養成・確保】

・医療従事者の確保に向けた医療機関等の自主的な取組を支援します。

・在宅医療に従事する医療・介護職の専門的知識・技術等の向上に資する取組等を支

援します。
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〈県北地域医療構想〉

５ 構想の推進体制及び関係者の役割

(1) 推進体制

【地域医療構想調整会議】

地域医療構想の実現に向けて、医療・介護関係者等で構成する「県北地域医療

構想調整会議」を設置し、病床機能報告結果の情報共有や「地域医療介護総合確

保基金」を活用した取組等の進捗状況の検証を行うとともに、最新のデータに基

づき、区域内の将来の医療提供体制の在り方とその構築に向けた取組等について

引き続き検討します。

(2) 関係者等の役割

県全体の関係者等の役割との整合性を図りつつ、地域の実情に合わせた役割を担

っていくものとします。

【県・健康福祉センター（保健所）】

県北地域医療構想調整会議等により、地域医療構想に関する情報や医療機能分

化・連携に向けた地域課題等の共有化を図ると共に、本区域内の医療機関等の医

療機能分化・連携に係る自主的取組等を支援します。

【市町】

医療機能分化・連携に向けた地域課題等を共有し、地域特性を活かした地域包

括ケアシステムの構築を図るとともに、交通アクセスの問題などを含めたまちづ

くりを進めます。

【保険者】

医療機能分化・連携に向けた地域課題等を共有し、加入者データの分析等から、

効果的な施策の提言等に努めます。

【医療機関等】

医療機能の分化・連携に係る地域課題等を共有し、自らの機能・分化に取り組

み、他の医療機関や介護施設等との連携を強化する等、医療需要に対応したバラ

ンスのとれた医療提供体制の構築に協力します。

【介護事業者等】

医療機能の分化・連携に係る地域課題等を共有し、医療機関等との連携強化に

よる介護サービスの充実等を図るなど、地域包括ケアシステムの構築に協力しま

す。

【住民】

医療機関の役割等に関する理解を深め、適切な受療行動に努めるとともに、自

らの人生の最終段階における医療・ケアのあり方について考えを深めます。
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（2025年）

小児科の担当する疾患 （2013年）

（2025年）

産婦人科の担当する疾患 （2013年）

（2025年）

脳神経外科の担当する疾患 （2013年）

（2025年）
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皮膚科の担当する疾患 （2013年）

（2025年）

泌尿器科の担当する疾患 （2013年）

（2025年）

疾病区分グループ別の必要病床数の推移（県北）(1)

高度急性期 急性期 回復期

【必要病床数等推計ツール（平成27年6月版,厚生労働省）による分析】
・ NDB,DPCレセプトデータのうちMDC疾患分類で分類でき、疾病区分ごとにまとめられたデータを、
独自にグループに再編し、医療機関所在地での必要病床数を集計

・ 慢性期の入院は疾患データが入っていないため分類不能、ほかMDC疾患分類不能のデータあり
・ 個人情報保護のシステム上、疾病区分ごとで”10未満”となるデータは”0”で集計される

【2013年】
2,220床のうち、

慢性期以外で疾患分
類のデータがあった
1,441床の分析結果

【2025年】
2,485床のうち、

慢性期以外で疾患分
類のデータがあった
1,651床の分析結果

“0”は“10未満”
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急性心筋梗塞 （2013年）

（2025年）

疾病区分グループ別の必要病床数の推移（県北）(2)

高度急性期 急性期 回復期

【必要病床数等推計ツール（平成27年6月版,厚生労働省）による分析】
・ NDB,DPCレセプトデータのうちMDC疾患分類で分類でき、疾病区分ごとにまとめられたデータを、
独自にグループに再編し、医療機関所在地での必要病床数を集計

・ 慢性期の入院は疾患データが入っていないため分類不能、ほかMDC疾患分類不能のデータあり
・ 個人情報保護のシステム上、疾病区分ごとで”10未満”となるデータは”0”で集計される

【2013年】
2,220床のうち、

慢性期以外で疾患分
類のデータがあった
1,441床の分析結果

【2025年】
2,485床のうち、

慢性期以外で疾患分
類のデータがあった
1,651床の分析結果

“0”は“10未満”
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2025年の必要病床数での患者流出入状況（県北）
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【必要病床数等推計ツール（平成27年6月版,厚生労働省）による分析】
・ 流出入状況 ＝ 医療機関所在地での必要病床数 － 患者住所地での必要病床数 として算出
・ 個人情報保護のシステム上、疾病区分ごとで”10未満”となるデータは”0”で集計される

患者住所地の必要病床数（医療需要）が的中し、医療機関所在地の必要病床数（今の流出入状況）
が続いた仮定での状況

[流入][流出]

“0”は“10未満”
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県北地域の患者流出入（2025年）

【高度急性期の流出入】 単位：人／日

-38.7

-28.6

【急性期の流出入】 単位：人／日
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流出：67.4 流入：-

区域内： 16.1

流出：205.7 流入：-

区域内： 612.1
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県北地域の患者流出入（2025年）

【回復期の流出入】 単位：人／日

-45.9

【慢性期の流出入】 単位：人／日
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県西地域医療構想 

 

※折れ線グラフは高齢化率
 

現状 
・全ての病床機能区分で患者の流出
が見られるが、高度急性期において特
に顕著である 

・急性期で流出した患者（がん、脳卒
中、急性心筋梗塞等）の在宅復帰
に向けた回復期病床が不足している 

・構想区域内に小児の患者が入院可
能な医療機関がない 

・広範な構想区域をカバーする在宅医
療の資源が乏しい 

施策の方向性 
・交通アクセスの整備状況等をふまえつ
つ、集約化も含めた医療機能の分化
と連携体制の構築 

・がん、脳卒中、急性心筋梗塞等の回
復期を担う医療機関の充実 

・周産期医療の充実と小児の入院機
能の確保に向けた検討 

・山間部など在宅医療資源が乏しい地
域における介護施設のあり方や活用
方法の検討 
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１ 構想区域の医療等の概要

(1) 地域特性

県西地域医療構想区域（以下「本区域」といいます。）は、鹿沼市と日光市で構成

され、県全体の面積の約３割を占める広大な地域です。地域内は山岳地帯、農村地

帯、都市部などを合わせ持ち、豊かな自然や文化遺産に恵まれ、県内でも有数の観

光地を有しています。

区域内人口は平成26（2014）年10月1日現在184,438人と、県人口の9％程度であり、

過疎の状況にあります。年齢別人口では、年少人口（0～14歳）21,840人（12.0％）、

生産年齢人口（15～64歳）108,530人（59.4％）、老年人口（65歳～）52,232人

（28.6％）と、老年人口の割合は県平均（25.1％）を上回り、高齢化の顕著な区域と

なっています。

老年人口の割合は今後も増加し、平成37（2025）年には約35％、平成47（2035）年

には38％を超えると推測されますが、老年人口そのものは概ね平成37（2025）年にピ

ークを迎え、平成42（2030）年からは減少に転じると推計されています。

(2) 人口動態

平成26(2014)年における人口動態調査によると、出生数が1,233人、死亡数が

2,259人となっており、出生数が死亡数を大きく下回っています。

死因別死亡では、人口10万人当たりの死亡率の高い順に、悪性新生物（320）、心

疾患（228）、脳血管疾患（126）となっています。

(3) 医療機関等

平成27(2015)年４月１日現在、区域内には病院が11施設、有床診療所が15施設あ

り、病床数は一般1,102床、療養466床と合わせて1,568床となっています。

一方、在宅医療に関しては、在宅療養支援診療所は４か所、訪問看護ステーショ

ンが４か所と医療資源に乏しい地域です。

病 院 有床診療所

施設数 一般病床 療養病床 施設数 一般病床 療養病床 病床計

鹿沼市 3 362 150 9 135 4 651

日光市 8 506 312 6 99 0 917

計 11 868 462 15 234 4 1,568

【出典：栃木県保健福祉部医療政策課「平成27年度栃木県病院・診療所名簿」（平成27年4月）、施

設数には精神科病床のみを有する施設も含む】

区分 施設数 人口10万対

在宅療養支援診療所 4施設 (155施設) 2.1 (7.7)

訪問看護ステーション 4施設 (86施設) 2.1 (4.3)

【出典：栃木県調べ（平成27年７月、（ ）内は県全体数、人口10万対の（ ）内は県平均】

〈県西地域医療構想〉
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(4) 医療従事者

保健及び医療の従事者は、就業保健師及び就業准看護師を除き、いずれも県平均

に比べ大きく下回っています。特に人口10万人当たりでみた医師数は141.3人で、県

平均

の約66％にとどまります。

区分 人数 人口10万対

医療施設に従事する医師 260人 (4,214人) 141.3 (212.9)

医療施設に従事する歯科医師 118人 (1,299人) 64.1 (65.6)

薬局・医療施設に従事する薬剤師 240人 (3,001人) 130.5 (151.6)

就業保健師 96人 (837人) 52.2 (42.3)

就業助産師 38人 (462人) 20.7 (23.3)

就業看護師 975人 (15,019人) 530.0 (758.6)

就業准看護師 678人 (6,648人) 368.5 (335.8)

【出典：医師数から薬剤師数は厚生労働省「平成26年医師・歯科医師・薬剤師調査」、就業保健

師以下は厚生労働省「平成26年衛生行政報告例」、人数の（ ）内は県全体数、人口10万対の（ ）

内は県平均】

(5) 受療動向の概要

平成23(2011)年の栃木県医療実態調査によると、本区域の患者が他の区域の病院

の一般病床及び療養病床へ流出する割合が約35％となっているのに対し、他の区域

からの流入割合は約12％と、流出が流入を大きく上回っています。隣接する宇都宮

区域や大学病院を有する県南区域がその主な流出先となっています。

また、「推計ツール」を用いた平成37（2025）年の推計では、医療機能別では、高

度急性期、急性期、回復期、慢性期いずれにおいても流出が流入を超過すると推計

されます。なお、「推計ツール」は、平成25（2013）年のデータに基づいており、こ

の区域では、その後の中核病院の整備等により受療動向が変化していることも考え

られます。

(6) 介護施設数（入所施設の定員）

介護施設の定員は人口10万人当たり、特別養護老人ホームで552.2人（県平均453.3

人）、介護老人保健施設368.5人（県平均281.8人）と、いずれも県平均を上回ってい

ます。

区 分 施設数 人口10万対

特別養護老人ホーム 23施設（203施設） 12.6（10.3）

介護老人保健施設 8施設（ 65施設） 4.4（ 3.3）

区 分 定 員 人口10万対

特別養護老人ホーム 1,010人（8,956人） 552.2（453.3）

介護老人保健施設 674人（5,567人） 368.5（281.8）

【出典：栃木県調べ（平成27年８月、（ ）内は県全体数、人口10万対の（ ）内は県平均】

〈県西地域医療構想〉
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２ 2025年の医療需要と必要病床数

機能区分 高度急性期 急 性 期 回 復 期 慢 性 期 計

医療需要[人/日] ７９ ３５８ ３２２ ２５０ １，００９

必要病床数[床] １０５ ４５９ ３５８ ２７２ １，１９４

【参考】平成２６年度病床機能報告結果 （単位：床）

高度急性期 急 性 期 回 復 期 慢 性 期 無回答 計

２０１４年 146 801 96 402 16 1,461

２０２０年 146 696 146 371 102 1,461

◆2025年の在宅医療等の必要量
在宅医療等 １，３１６ [人/日]

３ 医療機能の分化・連携に向けた課題等

【高度急性期】

・高度急性期については、本区域では特に患者の流出が顕著であり、現在の流出入の

まま将来の人口に移行した場合、平成37（2025)年には本区域に居住する患者のほぼ

半数が他の区域に流出すると推計されます。高度急性期病床の他の区域への高い依

存度については、今後さまざまな観点から検討する必要があります。

【急性期】

・急性期については、県北及び宇都宮区域からの流入があるものの、宇都宮区域や県

南区域への流出が目立ちます。一方、平成26(2014)年度病床機能報告結果では、本

区域内の急性期病床は、平成37（2025)年の必要病床数を上回っており、急性期医療

において各医療機関が担う分野や役割などについて今後検討する必要があります。

【回復期】

・回復期病床については、流出が流入を上回っており、特に県南、宇都宮、県北区域

への流出がみられます。これは本区域内に回復期病床が不足していることと、急性

期で流出した患者が引き続き流出先で在宅復帰に向けた医療やリハビリテーション

を受けるためと推測されます。本区域では、特に、がん、脳卒中、心筋梗塞の回復

期を担う医療機関が不足しており、回復期必要病床数の確保が課題です。

【慢性期】

・慢性期については、本区域内の施設や病床数は多く、療養病床の利用率も約90％と高

い状況ですが、宇都宮区域への患者流出が見られます。将来的には高齢者人口は減少

に転じ、病床のニーズは明らかに減っていくと予想されますが、本区域の在宅医療の

社会資源は乏しく、患者ニーズにどのように応えていくかが大きな課題です。
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【在宅医療等】

・在宅医療等については、平成37（2025)年の需要が1,316人/日、うち訪問診療分が

106人/日と推計されます。本区域では在宅療養支援診療所や訪問看護ステーション

等の社会資源が極端に不足しており、広大な面積を抱え、過疎の状況にあるこの区

域において、小児を含めた在宅医療を推進するための方策に、関係機関が連携して

取り組む必要があります。

【特に取組を要するその他の課題等】

・救急分野については、区域内に救命救急センターがなく、休日夜間にも対応できる

診療所も診療日が限定されることから、隣接する区域への流出が多いと推測されま

す。また、当区域は広大なエリアを有し、脳卒中専門医療機関や急性心筋梗塞の急

性期医療を担う医療機関の30分以内の人口カバー領域が狭く、特に山間部では充分

対応できない地域があります。今後、病床機能にとどまらず、交通アクセスなど様

々な観点からの検討が求められます。

・小児分野については、区域内に小児の患者が入院可能な医療機関がありません。こ

のため件数は多くはないものの、小児患者は近隣区域、特に小児二次救急医療圏内

である県南区域や宇都宮区域の医療機関へ流出していると推測されます。小児の入

院需要は少子化に伴い今後減少していくと推計されますが、住民のニーズや地域の

活性化の観点からも、小児の入院機能のあり方についての検討が必要です。

・高齢者に多い疾患については、「75歳以上の肺炎」でみると他と同様に患者の流出傾

向がみられます。本区域は県内でも高齢化が急速に進行しており、早いうちに地域

完結型の医療の充実が求められます。

４ 目指すべき医療提供体制を実現するための施策

本区域には、広大な面積、過疎化、高い高齢化率、人口の減少、医療資源の不足な

どのさまざまな課題があります。高度急性期のような高度な医療機器や充実したスタ

ッフを要する医療は、区域を超えたより広い圏域で提供を受け、それ以外の医療機能

を区域で充実させるとともに集約化を図ることも現実的な方策です。

また、小児科診療や周産期医療など地域住民のニーズが高い分野においては、地域

の活性化や観光産業への影響も小さくなく、地域の特色を踏まえた医療提供のあり方

が求められます。

さらに、脳卒中専門医療機関や急性心筋梗塞の急性期医療を担う医療機関の30分以

内の人口カバー領域が狭いこの区域では、ドクターヘリの運用を含めた救急体制につ

いて検討を行うとともに、県民や医療機関、行政が一体となって生活習慣病予防に取

り組み、日頃からの健康づくりに努めることも重要です。

これらを念頭に置きながら、本区域における、医療機能の分化・連携に向けた課題

や将来の医療需要を踏まえ、良質な医療を効果的に提供できるバランスのとれた医療

提供体制を構築していくため、以下の施策に取り組みます。
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【医療機能分化・連携の促進】

・交通アクセスの整備状況や地域の観光産業等をふまえつつ、集約化も含めた医療機

能の分化と連携体制の構築を図ります。

・周産期医療の充実を図るとともに小児の入院機能の確保に向け、そのあり方を検討

します。

・がん、脳卒中、心筋梗塞等の回復期を担う医療機能の充実を促進します。

・医療機関の役割分担と相互の連携を促進するための調整機能の充実を図ります。

・医療機能の分化・連携に関する県民の理解促進を図ります。

【在宅医療等の充実】

・病院や有床診療所に退院支援に係わる相談員等を配置するなど、病床から在宅等へ

の退院調整機能の充実を促進します。

・小児を含めた在宅医療を担う病院、診療所、訪問看護ステーション等の施設や設備

整備を促進します。

・グループ診療や多職種間の連携を促進することで、訪問診療等の医療提供機能の充

実を図ります。

・山間部など在宅医療の資源が乏しい地域における介護施設のあり方や活用方法等を検

討します。

・在宅医療や看取りのあり方等に関する地域住民の理解促進のため、研修会等を開催し

ます。

・地域の実情や個人の特性に応じた地域包括ケアシステムの構築を促進します。

【医療従事者の養成・確保】

・医療従事者の確保に向けた医療機関等の自主的な取組を支援します。

・育児・介護等で離職した医師や看護師等の再登用、人材バンクへの登録を推進し、復

職を希望する医療従事者を対象とした研修の充実を図ります。

・積極的な人材交流や域内の病院への医師派遣が拡充されるよう、病院と大学病院と

の連携を促進します。
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５ 構想の推進体制及び関係者の役割

(1) 推進体制

【地域医療構想調整会議】

地域医療構想の実現に向けて、医療・介護関係者等で構成する「県西地域医療構

想調整会議」を設置し、病床機能報告結果の情報共有や「地域医療介護総合確保基

金」を活用した取組等の進捗状況の検証を行うとともに、最新のデータに基づき、

区域内の将来の医療提供体制の在り方とその構築に向けた取組等について引き続き

検討します。

(2) 関係者の役割

【県・健康福祉センター（保健所）】

県西地域医療構想調整会議を運営し、地域医療構想の実現に向けて関係機関の調

整を図るとともに、地域医療介護総合確保基金を活用するなどして、区域内の医療

提供体制の充実を推進します。また、市や関係団体と連携し、住民の健康づくりや

啓発を行います。

【市】

県西地域医療構想調整会議等に参画し、医療機能分化・連携に向けた地域課題

等を共有するとともに、市の将来像に基づき、地域特性を活かした地域包括ケア

システムの構築を図ります。また、県や関係団体と協力して、地域医療構想の実現

に努めるとともに、住民の健康増進に寄与するため、生活習慣病予防をはじめとす

る様々な施策を推進します。

【保険者】

県西地域医療構想調整会議等に参画し、医療に関する地域課題を共有するととも

に、加入者データの分析等から、効果的な施策の提言等に努めます。

【医療機関等】

本区域の医療提供体制に関する課題を共有し、自ら医療機能の分化・連携に取り

組み、他の機関との連携を強化します。将来の医療需要に対応したバランスのとれ

た医療提供体制の構築や在宅医療の充実に協力します。

【介護事業者等】

本区域の医療提供体制に係わる課題を共有し、医療機関等との連携強化による介

護サービスの充実等を図るとともに、地域包括ケアシステムの構築に協力します。

【住民】

本区域の医療体制に関する知識を深め、適切な受療行動に努めるとともに、自ら

の人生の最終段階における医療やケアのあり方について考えを深めます。また、自

らの健康に留意し、食生活や口腔衛生、運動、禁煙など生活習慣の改善に努めます。
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（2025年）

皮膚科の担当する疾患 （2013年）

（2025年）

泌尿器科の担当する疾患 （2013年）

（2025年）

疾病区分グループ別の必要病床数の推移（県西）(1)

高度急性期 急性期 回復期

【必要病床数等推計ツール（平成27年6月版,厚生労働省）による分析】
・ NDB,DPCレセプトデータのうちMDC疾患分類で分類でき、疾病区分ごとにまとめられたデータを、
独自にグループに再編し、医療機関所在地での必要病床数を集計

・ 慢性期の入院は疾患データが入っていないため分類不能、ほかMDC疾患分類不能のデータあり
・ 個人情報保護のシステム上、疾病区分ごとで”10未満”となるデータは”0”で集計される

【2013年】
1,170床のうち、

慢性期以外で疾患分
類のデータがあった
776床の分析結果

【2025年】
1,193床のうち、

慢性期以外で疾患分
類のデータがあった
905床の分析結果

“0”は“10未満”
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急性心筋梗塞 （2013年）

（2025年）

疾病区分グループ別の必要病床数の推移（県西）(2)

高度急性期 急性期 回復期

【必要病床数等推計ツール（平成27年6月版,厚生労働省）による分析】
・ NDB,DPCレセプトデータのうちMDC疾患分類で分類でき、疾病区分ごとにまとめられたデータを、
独自にグループに再編し、医療機関所在地での必要病床数を集計

・ 慢性期の入院は疾患データが入っていないため分類不能、ほかMDC疾患分類不能のデータあり
・ 個人情報保護のシステム上、疾病区分ごとで”10未満”となるデータは”0”で集計される

【2013年】
1,170床のうち、

慢性期以外で疾患分
類のデータがあった
776床の分析結果

【2025年】
1,193床のうち、

慢性期以外で疾患分
類のデータがあった
905床の分析結果

“0”は“10未満”
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2025年の必要病床数での患者流出入状況（県西）

高度急性期 急性期 回復期

【必要病床数等推計ツール（平成27年6月版,厚生労働省）による分析】
・ 流出入状況 ＝ 医療機関所在地での必要病床数 － 患者住所地での必要病床数 として算出
・ 個人情報保護のシステム上、疾病区分ごとで”10未満”となるデータは”0”で集計される

患者住所地の必要病床数（医療需要）が的中し、医療機関所在地の必要病床数（今の流出入状況）
が続いた仮定での状況

[流入][流出]

“0”は“10未満”
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県西地域の患者流出入（2025年）

【高度急性期の流出入】 単位：人／日
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県西地域の患者流出入（2025年）

【回復期の流出入】 単位：人／日

-31.3

11.3

-68.4

11.0

-91.3

【慢性期の流出入】 単位：人／日

-56.0

宇都宮

県北

県西

県東

県南

両毛

-57.4

-20.0

宇都宮

県北

県西

県東

県南

両毛

流出：56.0 流入：－

区域内： 213.1

流出：190.9 流入：22.3

区域内： 286.3

58



59 
 

20.0%
22.0%
24.0%
26.0%
28.0%
30.0%
32.0%
34.0%
36.0%
38.0%

0

200,000

400,000

600,000
人

将来人口推計
0～14歳 15～64歳
65歳以上 宇都宮
栃木県 ※折れ線グラフは高齢化

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

2013年 2025年 2030年 2035年 2040年

医療需要推計
在宅医療等 慢性期 回復期

急性期 高度急性期

0
50

100
150
200
250
300
350
400
450

2 0 1 3年 2 0 2 5年 2 0 3 0年 2 0 3 5年 2 0 4 0年

疾病別医療需要推計

大腿骨骨折 肺炎

脳卒中 がん

現状 
・高度急性期の一部（小児医療）で
患者の流出がみられるが、その他の機
能では流入がみられる 

・医療機関数は多い状況にあり、各医
療機関が担っている機能をより明確
化し十分に活かす必要がある 

・在宅医療等の需要増に対して、量・
質ともに充実が求められる 

 

施策の方向性 
・救急医療や小児医療等、必要な医療
提供体制の維持及び連携体制の強化 

・リハビリテーションを提供する病床や在宅
復帰を支援する病床の整備促進 

・各医療施設の役割分担の明確化と
住民への周知 

・在宅医療等の基盤整備の促進 

 

宇都宮地域医療構想 
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１ 構想区域の医療等の概要

(1) 地域特性

宇都宮地域医療構想区域（以下「本区域」といいます。）は、宇都宮市1市を区域

としています。県中央部に位置し、面積は416.84㎢で、県全体の面積の6.5％を占

めています。

人口は平成26（2014）年10月1日現在517,696人で、県人口の26.1％を占めていま

す。人口密度は1,241.95人/㎢と県平均の309.13人/㎢を大きく上回っています。年

齢別でみると、年少人口（0～14歳）は71,129人（14.0％）、生産年齢人口（15～64

歳）は321,828人（63.4％）、老年人口（65歳以上）は114,681人（22.6％）となっ

ています。県平均の構成割合と比較すると、老年人口は県平均（25.1％）を下回っ

ていますが、将来的には増加し、平成37（2025）年には28％近くに達し、平成52

（2040）年には35％近くになると推計されています。

(2) 人口動態

平成26(2014)年における人口動態調査によると、出生数が4,796人、死亡数が

4,553人となっており、出生数が死亡数を上回っています。

死因別死亡では、人口10万人当たりの死亡率の高い順に、悪性新生物（254）、心

疾患（140）、脳血管疾患（90）となっています。

(3) 医療機関等

平成27(2015)年４月１日現在、病院が31施設、有床診療所が39施設、病院の一般

病床が3,009床、病院の療養病床が1,442床、有床診療所の病床数が534床となって

います。

平成27年8月における地方厚生局長に届け出ている在宅療養支援診療所の数は、

人口10万人当たり7.0となっており、県平均の7.7を下回っています。また、平成27

年8月における訪問看護ステーション数は人口10万人当たり4.9となっており、県平

均の4.3を上回っています。

病 院 有床診療所

施設数 一般病床 療養病床 施設数 一般病床 療養病床 病床計

宇都宮市 31 3,009 1,442 39 512 22 4,985

【出典：栃木県保健福祉部医療政策課「平成27年度栃木県病院・診療所名簿」（平成27年4月）、施
設数には精神科病床のみを有する施設も含む】

区分 施設数 人口10万対

在宅療養支援診療所 36施設 (155施設) 7.0 (7.7)

訪問看護ステーション 25施設 (86施設) 4.9 (4.3)

【出典：栃木県調べ（平成27年8月、（ ）内は県全体数、人口10万対の（ ）内は県平均】

〈宇都宮地域医療構想〉
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(4) 医療従事者

人口10万人当たりでみると、医療施設に従事する医師、就業助産師及び就業准看

護師を除いて、県平均を上回っています。

区分 人数 人口10万対

医療施設に従事する医師 950人 (4,214人) 183.4 (212.9)

医療施設に従事する歯科医師 386人 (1,299人) 74.5 (65.6)

薬局・医療施設に従事する薬剤師 844人 (3,001人) 162.9 (151.6)

就業保健師 229人 (837人) 44.2 (42.3)

就業助産師 96人 (462人) 18.5 (23.3)

就業看護師 4,438人 (15,019人) 856.6 (758.6)

就業准看護師 1,700人 (6,648人) 328.1 (335.8)

【出典：医師数から薬剤師数は厚生労働省「平成26年医師・歯科医師・薬剤師調査」、就業保健
師以下は厚生労働省「平成26年衛生行政報告例」、人数の（ ）内は県全体数、人口10万対の（ ）
内は県平均】

(5) 受療動向の概要

平成23(2011)年栃木県医療実態調査によると、病院の一般病床及び療養病床への

入院患者については、他の区域への流出割合が20.0％、他の区域からの流入割合が

31.1％となっています。

また、「推計ツール」を用いた平成37（2025）年の推計では、医療機能別では、

高度急性期では流出が流入を超過し、急性期、回復期、慢性期では流入が流出を超

過すると推計されます。

(6) 介護施設数（入所施設の定員）

介護施設の定員は人口10万人当たり、特別養護老人ホームで353.4人（県平均453.3

人）、介護老人保健施設で200.1人（県平均281.8人）と、いずれも県平均を下回って

います。

区 分 施設数 人口10万対

特別養護老人ホーム 35施設（203施設） 6.7（10.3）

介護老人保健施設 11施設（ 65施設） 2.1（ 3.3）

区 分 定 員 人口10万対

特別養護老人ホーム 1,833人（8,956人） 353.4（453.3）

介護老人保健施設 1,038人（5,567人） 200.1（281.8）

【出典：栃木県調べ（平成27年7月、（ ）内は県全体数、人口10万対の（ ）内は県平均】

〈宇都宮地域医療構想〉
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〈宇都宮地域医療構想〉

２ 2025年の医療需要と必要病床数

機能区分 高度急性期 急 性 期 回 復 期 慢 性 期 計

医療需要[人/日] ３２７ １，１３６ １，２２６ １，０７４ ３，７６３

必要病床数[床] ４３７ １，４５７ １，３６３ １，１６７ ４，４２４

【参考】平成26年度病床機能報告結果 （単位：床）

高度急性期 急 性 期 回 復 期 慢 性 期 無回答 計

２０１４年 680 2,156 342 1,642 109 4,929

２０２０年 680 2,056 342 1,742 109 4,929

◆2025年の在宅医療等の必要量
在宅医療等 ５，０１２ [人/日]

３ 医療機能の分化・連携に向けた課題等

【高度急性期】

・高度急性期においては、県北、県西、県東の各区域からの流入や、県南区域への流

出がみられますが、これは、本区域に病院が集積している一方、高度専門医療につい

ては、とちぎ子ども医療センターなど県南区域にある大学病院へ医療需要が集中して

いるためと考えられます。

【急性期・回復期・慢性期】

・急性期・回復期・慢性期においては他の区域からの流入がみられ、特に慢性期にお

ける流入が多くなっています。引き続き、他の区域からの流入への対応等が必要と考

えられます。

【在宅医療等】

・在宅医療の提供体制については、2013年と比べ2025年の在宅医療等の医療需要が1.6

8倍（2,985人/日⇒5,012人/日）、うち訪問診療分が1.52倍（1,225⇒1,862）と推計

されることから、量的・質的両面において在宅医療に係る医療資源の一層の充実が求

められます。また、在宅医療等に対する住民の理解を深めていくことも重要です。

【特に取組を要するその他の課題等】

・小児分野について、他区域よりは少子化の進行のスピードが遅いことから、当面は

小児分野の医療需要も発生するため、特に急性期等における小児医療体制の維持が必

要であると考えられます。

・本区域内には他の区域に比較して医療機関数は多い状況にありますが、他の区域か

らの流入を考慮すると、勤務医は比較的少なく、更なる確保が必要です。また、そ

れぞれの医療機関が担っている機能を明確化し、その機能を十分に活かす必要があり

ます。
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〈宇都宮地域医療構想〉

４ 目指すべき医療提供体制を実現するための施策

高齢化の進展に伴い、より身近な地域において、患者一人ひとりの病態に応じた「治

し支える医療」の確保が求められます。

また、他の区域からの患者の流入は今後も続くものと思料されます。

このことを念頭に置きながら、本区域における医療機能の分化・連携に向けた課題

や将来の医療需要を踏まえ、良質な医療を効率的に提供できるバランスのとれた医療

提供体制を構築していくため、以下の施策に取り組みます。

【医療機能分化・連携の促進】

・他の区域から救急患者が流入している状況や住民・患者のニーズへの変化に対応す

るため、今後とも、宇都宮市救急医療対策連絡協議会での検証等、必要な医療提供

体制の維持及び医療連携体制の強化を図ります。

・病床機能の転換等により、将来の医療需要に対応できる病床の整備を促進します。

特に、回復期リハビリテーション病棟や地域包括ケア病棟等のリハビリテーション

を提供する病床や、在宅復帰を支援する病床の整備を促進します。

・患者の状態に応じた医療を切れ目なく円滑に提供するため、医療機関間の機能分担

を明確にし、連携を促進します。併せて、住民や患者が適切な医療機関を選択でき

るように各医療機関が担う機能等について周知を図ります。

・小児医療については、県南区域のとちぎ子ども医療センターと本区域の医療機関が

適切に機能分担をしている現状を踏まえ、効率的な医療提供体制の維持を図ります。

【在宅医療等の充実】

・在宅医療の需要の大幅な増加に備えるため、在宅療養支援病院・在宅療養支援診療

所・在宅療養支援歯科診療所、訪問看護ステーション及び在宅患者訪問薬剤管理指

導の届出を行う薬局等、在宅医療を担う基盤整備を促進します。

・医師会、歯科医師会、薬剤師会や看護協会等の団体間の連携のもと、「宇都宮市地

域療養支援体制検討会議」における検討等を通して、慢性期機能を担う医療機関と

在宅療養支援診療所や訪問看護ステーション、歯科診療所、薬局、老人保健施設、

老人福祉施設等の在宅医療・介護に携わる関係機関の切れ目のない連携体制の構築

に取り組みます。

併せて、在宅医療・介護の連携体制について、住民の理解を深めるために、わかり

やすい周知等に取り組みます。

・訪問診療を行う医師や訪問看護師をはじめホームヘルパーやケアマネジャーなどの

介護サービス従事者など、在宅医療・介護を支える各種専門職の連携体制の構築を

図ります。

【医療従事者の養成・確保】

・医療従事者の確保に向けた医療機関等の自主的な取組を支援します。

・医療現場の環境改善や再就職支援の取組を促進し、医療従事者の確保・定着を図り

ます。

・医療勤務環境の改善の取組を支援すること等により、医療従事者の定着を図ります。

・在宅医療に従事する医療・介護職の専門的知識・技術等の向上に資する取組等を推

進します。
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〈宇都宮地域医療構想〉

５ 構想の推進体制及び関係者の役割

(1) 推進体制

【地域医療構想調整会議】

地域医療構想の実現に向けて、医療・介護関係者等で構成する「宇都宮地域医療

構想調整会議」を設置し、病床機能報告結果の情報共有や「地域医療介護総合確

保基金」を活用した取組等の進捗状況の検証を行うとともに、最新のデータに基

づき、区域内の将来の医療提供体制のあり方とその構築に向けた取組等について

引き続き検討します。

(2) 関係者等の役割

【県】

宇都宮地域医療構想調整会議等を運営し、「地域医療介護総合確保基金」を活用

するなどして、本区域内の医療機関等の医療機能分化・連携に係る自主的取組等

を促進します。

【宇都宮市】

宇都宮地域医療構想調整会議の運営に協力し、また、市が開催する会議等を活

用し、医療機能分化・連携に向けた地域課題を共有するとともに、地域特性を活

かした地域包括ケアシステムの構築を図ります。

【保険者】

宇都宮地域医療構想調整会議等に参画し、医療機能分化・連携に向けた地域課

題を共有するとともに、加入者データの分析等により効果的な施策の提言、被保

険者に対する健康づくり等の啓発等に努めます。

【医療機関等】

医療機能の分化・連携に係る地域課題を共有し、自ら機能分化・連携に取り組

み、他の医療機関や介護施設等との連携を強化する等、将来の医療需要に対応し

たバランスのとれた医療提供体制の構築に協力します。

【介護事業者等】

医療機能の分化・連携に係る地域課題を共有し、医療機関等との連携強化によ

る介護サービスの充実等を図るなど、地域包括ケアシステムの構築に協力します。

【住民】

医療機関の役割等に関する理解を深め、適切な受療行動に努めるとともに、終

末期医療・ケアを含めた自らの療養生活のあり方等について考えを深めます。
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整形外科の担当する疾患 （2013年）
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小児科の担当する疾患 （2013年）

（2025年）

産婦人科の担当する疾患 （2013年）

（2025年）

脳神経外科の担当する疾患 （2013年）
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胸部外科の担当する疾患 （2013年）
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眼科の担当する疾患 （2013年）
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耳鼻咽喉科の担当する疾患 （2013年）

（2025年）

皮膚科の担当する疾患 （2013年）

（2025年）

泌尿器科の担当する疾患 （2013年）

（2025年）

疾病区分グループ別の必要病床数の推移（宇都宮）(1)

高度急性期 急性期 回復期

【必要病床数等推計ツール（平成27年6月版,厚生労働省）による分析】
・ NDB,DPCレセプトデータのうちMDC疾患分類で分類でき、疾病区分ごとにまとめられたデータを、
独自にグループに再編し、医療機関所在地での必要病床数を集計

・ 慢性期の入院は疾患データが入っていないため分類不能、ほかMDC疾患分類不能のデータあり
・ 個人情報保護のシステム上、疾病区分ごとで”10未満”となるデータは”0”で集計される

【2013年】
3,849床のうち、

慢性期以外で疾患分
類のデータがあった
2,318床の分析結果

【2025年】
4,423床のうち、

慢性期以外で疾患分
類のデータがあった
2,887床の分析結果

“0”は“10未満”
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がん （2013年）
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外科の担当するがんの手術 （2013年）
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脳卒中 （2013年）

（2025年）
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脳卒中の手術なし （2013年）
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急性心筋梗塞 （2013年）

（2025年）

疾病区分グループ別の必要病床数の推移（宇都宮）(2)

高度急性期 急性期 回復期

【必要病床数等推計ツール（平成27年6月版,厚生労働省）による分析】
・ NDB,DPCレセプトデータのうちMDC疾患分類で分類でき、疾病区分ごとにまとめられたデータを、
独自にグループに再編し、医療機関所在地での必要病床数を集計

・ 慢性期の入院は疾患データが入っていないため分類不能、ほかMDC疾患分類不能のデータあり
・ 個人情報保護のシステム上、疾病区分ごとで”10未満”となるデータは”0”で集計される

【2013年】
3,849床のうち、

慢性期以外で疾患分
類のデータがあった
2,318床の分析結果

【2025年】
4,423床のうち、

慢性期以外で疾患分
類のデータがあった
2,887床の分析結果
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脳卒中
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急性心筋梗塞

2025年の必要病床数での患者流出入状況（宇都宮）

高度急性期 急性期 回復期

【必要病床数等推計ツール（平成27年6月版,厚生労働省）による分析】
・ 流出入状況 ＝ 医療機関所在地での必要病床数 － 患者住所地での必要病床数 として算出
・ 個人情報保護のシステム上、疾病区分ごとで”10未満”となるデータは”0”で集計される

患者住所地の必要病床数（医療需要）が的中し、医療機関所在地の必要病床数（今の流出入状況）
が続いた仮定での状況

[流入][流出]
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宇都宮地域の患者流出入（2025年）

【高度急性期の流出入】 単位：人／日

38.7

20.5

12.3

-91.9 11.4

【急性期の流出入】 単位：人／日
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-80.5

流出：91.9 流入：83.0

区域内： 231.6

流出：196.2 流入：268.8

区域内： 820.2
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宇都宮地域の患者流出入（2025年）

【回復期の流出入】 単位：人／日

116.9 -25.4

-11.0

68.4
37.5

-178.4 60.8

【慢性期の流出入】 単位：人／日

89.7 -26.3
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-18.4 74.4
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91.5

63.4

56.0

流出：214..9 流入：283.6

区域内： 903.4

流出：44.7 流入：245.2

区域内： 793.3

69



70



71 
 

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000

2013年 2025年 2030年 2035年 2040年

医療需要推計

在宅医療等 慢性期 回復期

急性期 高度急性期

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

2 0 1 3年 2 0 2 5年 2 0 3 0年 2 0 3 5年 2 0 4 0年

疾病別医療需要

成人肺炎 脳卒中 がん

20.0%

22.0%

24.0%

26.0%

28.0%

30.0%

32.0%

34.0%

36.0%

38.0%

0

50,000

100,000

150,000

200,000
人 人口推計

0～14歳 15～64歳
65歳以上 県東
栃木県

県東地域医療構想 

※折れ線グラフは高齢化率
 

現状 
・全ての病床機能区分で患者の流出
が見られ、特にリハビリテーション等の
回復機能における流出が大きい 

・がん治療では、県南及び宇都宮への
流出が見られ、区域内のがん治療の
在り方について検討する必要がある 

・構想区域内の中核病院において移
転計画が進められている 

 

施策の方向性 
・急性期病床から回復期病床への移
行転換や、在宅復帰に向けたリハビリ
機能の充実 

・構想区域におけるがん治療の在り方
の検討 

・地域の関係者の協議に基づく、中核病
院の移転整備後の機能の充実と役割
分担による連携体制の強化 
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１ 構想区域の医療等の概要

(1) 地域特性

県東地域医療構想区域（以下「本区域」といいます。）は真岡市、益子町、茂木

町、市貝町、芳賀町の１市４町を区域としています。県南東部に位置し、面積は

563.93㎢で県全体の8.8％を占めています。

人口は平成26（2014）年10月1日現在145,166人で、県人口の約7.4％を占めてい

ます。世帯数は49,987世帯で県内世帯の約6.6％を占めています。人口密度は

257.42人/㎢で県の309.13人/㎢を下回っています。また、年齢別でみると、年少人

口（0～14歳）が13.4％、生産年齢人口（15～64歳）が61.5％、老年人口（65歳以

上）が25.1％で、老年人口が年少人口を11.7ポイント上回っています。なお本区域

の高齢化率は、25.1％であり、県平均と同水準となっています。

(2) 人口動態

平成26(2014)年における人口動態調査によると、出生数が1,095人、死亡数が

1,645人となっており、出生率は7.5で全国・県を下回っています。

死因別死亡では、人口10万人当たりの死亡率の高い順に、悪性新生物（308）、心

疾患（181）、脳血管疾患（127）となっています。

(3) 医療機関・数

平成27(2015)年４月１日現在、病院が５施設、有床診療所が10施設、病院の一般

病床が 598床、病院の療養病床が181床、有床診療所の病床数が162床となっていま

す。

平成27年8月における地方厚生局長に届け出ている在宅療養支援診療所の数は、人

口10万人当たり5.3となっており、県全体の7.7を下回っています。また、平成27年

8月における訪問看護ステーション数は人口10万人当たり2.7となっており、県全体

の4.3を下回っています。

病 院 有床診療所

施設数 一般病床 療養病床 施設数 一般病床 療養病床 病床計

真岡市 3 598 108 8 108 16 830

益子町 1 0 33 1 19 0 52

茂木町 1 0 40 0 0 0 40

市貝町 0 0 0 0 0 0 0

芳賀町 0 0 0 1 19 0 19

計 5 598 181 10 146 16 941

【出典：栃木県保健福祉部医療政策課「平成27年度栃木県病院・診療所名簿」（平成27年4月）】

区分 施設数 人口10万対

在宅療養支援診療所 8施設 (155) 5.3 (7.7)

訪問看護ステーション 4施設 (86) 2.7 (4.3)

【出典：栃木県調べ（平成27年8月、（ ）内は県全体数、人口10万対の（ ）内は県平均】

〈県東地域医療構想〉
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(4) 医療従事者

保健及び医療の従事者は、就業保健師を除き、いずれも県平均に比べ下回ってい

ます。

区分 人数 人口10万対

医療施設に従事する医師 166人 (4,214人) 114.5 (212.9)

医療施設に従事する歯科医師 82人 (1,299人) 56.6 (65.6)

薬局・医療施設に従事する薬剤師 155人 (3,001人) 106.9 (151.6)

就業保健師 65人 (837人) 44.8 (42.3)

就業助産師 27人 (462人) 18.6 (23.3)

就業看護師 752人 (15,019人) 518.8 (758.6)

就業准看護師 409人 (6,648人) 282.2 (335.8)

【出典：医師数から薬剤師数は厚生労働省「平成26年医師・歯科医師・薬剤師調査」、就業保健
師以下は厚生労働省「平成26年衛生行政報告例」、人数の（ ）内は県全体数、人口10万対の（ ）
内は県平均】

(5) 受療動向の概要

平成23(2011)年栃木県医療実態調査によると、病院の一般病床及び療養病床への

入院患者については、他の区域への流出割合が41.8％（宇都宮地域医療構想区域

13.3％、県南医療構想区域22.2％）、他の区域からの流入割合が10.5％となって

おり、流出の多くは、大学病院やがん専門機関等への入院と考えられます。

また、「推計ツール」を用いた平成37（2025）年の推計では、医療機能別では、

高度急性期、急性期、回復期、慢性期いずれにおいても流出が流入を超過すると推

計されます。

(6) 介護施設数（入所施設の定員）

介護施設の定員は人口10万人当たり、特別養護老人ホームで447.9人（県平均453.3

人）、介護老人保健施設360.5人（県平均281.8人）となっています。

区 分 施設数 人口10万対

特別養護老人ホーム 16施設（203施設） 11.1（10.3）

介護老人保健施設 6施設（ 65施設） 4.2（ 3.3）

区 分 定 員 人口10万対

特別養護老人ホーム 646人（8,956人） 447.9（453.3）

介護老人保健施設 520人（5,567人） 360.5（281.8）

【出典：栃木県調べ（平成27年7月、（ ）内は県全体数、人口10万対の（ ）内は県平均】

〈県東地域医療構想〉
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〈県東地域医療構想〉

２ 2025年の医療需要と必要病床数

機能区分 高度急性期 急 性 期 回 復 期 慢 性 期 計

医療需要[人/日] ４６ ２１１ １８０ １４２ ５７９

必要病床数[床] ６１ ２７１ ２００ １５４ ６８６

【参考】平成２６年度病床機能報告結果 （単位：床）

高度急性期 急 性 期 回 復 期 慢 性 期 無回答 計

２０１４年 172 490 19 141 70 892

２０２０年 136 455 133 141 27 892

◆2025年の在宅医療等の必要量
在宅医療等 ９５１ [人/日]

３ 医療機能の分化・連携に向けた課題等

【高度急性期・急性期】

・高度急性期、急性期とも県南及び宇都宮区域に流出が見られます。現在、高度急性

期・急性期を中心的に担っている区域内の中核病院において移転計画が進められて

おり、関係機関と協議の上、必要な機能を整備するとともに、他の医療機関との連

携強化を図ることが必要です。

【回復期】

・本区域内に急性期治療後の患者を受け入れる施設が少ないことから、回復期全体及

びリハビリ分野で、県南及び宇都宮区域への流出が見られます。将来の医療需要が

増加することを踏まえ、急性期病床から回復期病床への転換や、在宅復帰に向けた

リハビリ機能の充実が求められます。

【慢性期・在宅医療等】

・慢性期の入院については、宇都宮地域医療構想区域及び隣接県（筑西・下妻地域）

などへの流出が見られます。2013年と比べ2025年では在宅医療等の需要が1.24倍

（765人/日⇒951人/日）、うち訪問診療分が1.19倍（220⇒262）と推計されること

を踏まえ、本区域内の在宅医療の充実や介護施設等との連携強化により、慢性期患

者を地域で支える体制の強化が求められます。

・現在、市町、医師会、在宅療養支援診療所、訪問看護ステーション、在宅医療に携

わる医師・歯科医師・薬剤師等の関係者により、地域包括ケアシステムの構築が進

められており、ニーズに応じた地域のマンパワーの確保やサービス提供事業所の充

実が求められます。
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〈県東地域医療構想〉

【その他特に取組を要する課題等】

・本区域は、病院や有床診療所などの医療資源が少なく、この傾向は、特に人口密度

の低い地域ではより顕著となっています。そのため、今後も他地域への患者流出が

続くと予想されることから、機能ごとに区域内の役割分担を検討するとともに、必

要に応じて見直しを行う必要があります。

・救急分野については、本区域内の中核病院が中心的に担っています。真岡市内にあ

る救急告示医療機関と連携し、今後とも体制の維持・強化が求められます。

・小児分野の大部分は、本区域内の中核病院が対応していますが、一部の高度急性期

は県南区域のとちぎ子ども医療センターなどへの流出が見られます。今後とも体制

の維持・強化と他区域も含めた連携が求められます。

・高齢者に多い疾患である「75歳以上の肺炎」については、ほぼ区域内で対応等にお

いてバランスのとれた医療提供体制となっています。今後とも体制の維持・強化が

求められます。

・がん治療については、入院、外来ともに、県南区域の大学病院や宇都宮区域の公的

病院等への流出が見られます。高齢者人口の増加に伴い医療需要も高まると考えら

れることから、本区域内におけるがん治療の在り方について検討する必要がありま

す。
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〈県東地域医療構想〉

４ 目指すべき医療提供体制を実現するための施策

高齢化の進展に伴い、より身近な地域において患者一人ひとりの病態に応じた切れ

目のない「治し支える医療」の確保が求められます。

本区域における医療機能の分化・連携に向けた課題や将来の医療需要を踏まえ、良

質な医療を効率的に提供できるバランスのとれた医療提供体制を構築していくため、

以下の施策に取り組みます。

【医療機能分化・連携の促進】

・急性期においては、本区域内の救急告示病院等を含めた救急医療での役割分担を検

討し、円滑な救急患者の受入れを図ります。

・病床機能報告において、回復期リハビリテーション病床（病棟）や地域ケア病床（病

棟）への転換の動きが見られることから、本区域内の医療機関の役割分担を確認し

ながら、地域内完結に向けた取組を推進します。

・区域内におけるがん治療の在り方について検討します。

・関係機関と協議しながら、区域内の中核病院の移転整備後の機能を充実するととも

に、役割分担による連携体制の強化を図ります。

【在宅医療等の充実】

・2025年には慢性期、在宅医療等の医療需要が増加することから、高齢世帯の家族形

態、住民の意向等も確認しながら、在宅医療及び介護サービス提供体制の充実を図

るとともに、医療と介護の連携を進めます。

・限られた医療資源を有効に活用するため、在宅医療の中心となる在宅療養支援診療

所等の関係機関や、その他の医療従事者等との連携を進め、地域包括ケアシステム

の構築を目指す取組を促進します。

・医師会、中核病院等と連携して、研修等を実施することにより在宅医療に携わる人

材の育成や資質向上と、在宅医療に対する住民の理解促進を図ります。

【医療従事者の養成・確保】

・本区域内には医療従事者の養成機関がないことなどから、医療従事者の確保に向け

た医療機関等の自主的な取組を支援します。

・医療現場の環境改善支援や再就職支援の取組を促進し、医療従事者の確保・定着を

図ります。
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〈県東地域医療構想〉

５ 構想の推進体制及び関係者の役割

(1) 推進体制

【地域医療構想調整会議】

地域医療構想の実現に向けて、医療・介護関係者等で構成する「県東地域医療

構想調整会議」を設置し、病床機能報告結果の情報共有や「地域医療介護総合確

保基金」を活用した取組等の進捗状況の検証を行うとともに、最新のデータに基

づき、区域内の将来の医療提供体制のあり方とその構築に向けた取組等について

引き続き検討します。

(2) 関係者等の役割

【県・健康福祉センター（保健所）】

県東地域医療構想調整会議等を運営し、市町や関係機関と連携しながら「地域

医療介護総合確保基金」を活用するなどして、本区域内の医療機関等の医療機能

分化・連携に係る自主的な取組等を支援します。

【市町】

県東地域医療構想調整会議等に参画し、医療機能分化・連携に向けた地域課題

を共有するとともに、医療・介護事業者と「顔の見える関係」を築きながら、地

域特性を活かした地域包括ケアシステムの構築を図ります。

【保険者】

県東地域医療構想調整会議等に参画し、医療機能分化・連携に向けた地域課題

を共有するとともに、加入者データの分析による効果的な施策の提言、加入者に

対する健康づくり等の啓発等に努めます。

【医療機関等】

医療機能の分化・連携に関する地域課題を共有し、自ら機能分化・医療の効率

化に取り組み、地域医師会の協力を得て医療機関同士や介護施設等との連携を強

化する等、将来の医療需要に対応したバランスのとれた医療提供体制の構築に協

力します。

【介護事業者等】

医療機能の分化・連携及び介護サービス体系に係る地域課題を共有し、介護の

質の確保に取り組むとともに、医療機関等との連携強化による介護サービスの充

実等を図るなど、地域包括ケアシステムの構築に協力します。

【住民】

医療及び介護サービス提供体制の現状に関する理解を深め、適切な受療行動に

努めるとともに、自らの終末期医療・ケアのあり方について考えを深めます。
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内科の担当する疾患 （2013年）

（2025年）

外科の担当する疾患 （2013年）

（2025年）

整形外科の担当する疾患 （2013年）

（2025年）

小児科の担当する疾患 （2013年）

（2025年）

産婦人科の担当する疾患 （2013年）

（2025年）

脳神経外科の担当する疾患 （2013年）

（2025年）

胸部外科の担当する疾患 （2013年）

（2025年）

眼科の担当する疾患 （2013年）

（2025年）

耳鼻咽喉科の担当する疾患 （2013年）

（2025年）

皮膚科の担当する疾患 （2013年）

（2025年）

泌尿器科の担当する疾患 （2013年）

（2025年）

疾病区分グループ別の必要病床数の推移（県東）(1)

高度急性期 急性期 回復期

【必要病床数等推計ツール（平成27年6月版,厚生労働省）による分析】
・ NDB,DPCレセプトデータのうちMDC疾患分類で分類でき、疾病区分ごとにまとめられたデータを、
独自にグループに再編し、医療機関所在地での必要病床数を集計

・ 慢性期の入院は疾患データが入っていないため分類不能、ほかMDC疾患分類不能のデータあり
・ 個人情報保護のシステム上、疾病区分ごとで”10未満”となるデータは”0”で集計される

【2013年】
667床のうち、

慢性期以外で疾患分
類のデータがあった
468床の分析結果

【2025年】
686床のうち、

慢性期以外で疾患分
類のデータがあった
523床の分析結果

“0”は“10未満”
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小児分野 （2013年）
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75歳以上の肺炎 （2013年）

（2025年）

がん （2013年）

（2025年）

がんの手術 （2013年）

（2025年）

外科の担当するがんの手術 （2013年）

（2025年）

脳卒中 （2013年）

（2025年）

脳卒中の手術 （2013年）

（2025年）

脳卒中の手術なし （2013年）

（2025年）

急性心筋梗塞 （2013年）

（2025年）

疾病区分グループ別の必要病床数の推移（県東）(2)

高度急性期 急性期 回復期

【必要病床数等推計ツール（平成27年6月版,厚生労働省）による分析】
・ NDB,DPCレセプトデータのうちMDC疾患分類で分類でき、疾病区分ごとにまとめられたデータを、
独自にグループに再編し、医療機関所在地での必要病床数を集計

・ 慢性期の入院は疾患データが入っていないため分類不能、ほかMDC疾患分類不能のデータあり
・ 個人情報保護のシステム上、疾病区分ごとで”10未満”となるデータは”0”で集計される

【2013年】
667床のうち、

慢性期以外で疾患分
類のデータがあった
468床の分析結果

【2025年】
686床のうち、

慢性期以外で疾患分
類のデータがあった
523床の分析結果

“0”は“10未満”
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産婦人科の担当する疾患

脳神経外科の担当する疾患

胸部外科の担当する疾患

眼科の担当する疾患

耳鼻咽喉科の担当する疾患

皮膚科の担当する疾患

泌尿器科の担当する疾患

救急分野

リハビリ分野

小児分野

75歳以上の肺炎

がん

がんの手術

外科の担当するがんの手術

脳卒中

脳卒中の手術

脳卒中の手術なし

急性心筋梗塞

2025年の必要病床数での患者流出入状況（県東）

高度急性期 急性期 回復期

【必要病床数等推計ツール（平成27年6月版,厚生労働省）による分析】
・ 流出入状況 ＝ 医療機関所在地での必要病床数 － 患者住所地での必要病床数 として算出
・ 個人情報保護のシステム上、疾病区分ごとで”10未満”となるデータは”0”で集計される

患者住所地の必要病床数（医療需要）が的中し、医療機関所在地の必要病床数（今の流出入状況）
が続いた仮定での状況

[流入][流出]

“0”は“10未満”
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県東地域の患者流出入（2025年）

【高度急性期】 単位：人／日

12.3

29.5

【急性期】 単位：人／日

35.5

62.9

宇都宮

県北

県西

県東

県南

両毛

筑西・下妻

(茨城県）

宇都宮

県北

県西

県東

県南

両毛

筑西・下妻

(茨城県）

流出：41.8 流入：-

区域内： 38.9

流出：98.4 流入：-

区域内： 189.6
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県東地域の患者流出入（2025年）

【回復期】 単位：人／日

37.5

91.7

【慢性期B】 単位：人／日

10.2

25.1

21.5

宇都宮

県北

県西

県東

県南

両毛

筑西・下妻

(茨城県）

宇都宮

県北

県西

県東

県南

両毛

筑西・下妻

(茨城県）

流出：129.3 流入：-

区域内： 158.3

流出：56.8 流入：-

区域内： 120.6
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疾病別入院医療需要推計

大腿骨骨折 成人肺炎

脳卒中 がん

現状 
・二つの特定機能病院に、三次救急
や子ども医療センタ－、総合周産期
母子医療センター機能が集約されて
いる 

・高度急性期、急性期を中心に県内
外からの患者の流入が見られる 

・慢性期で患者の流出がみられ、在宅
医療等の充実が求められるが、在宅
医療に取り組む医療従事者の確保
が難しい 

施策の方向性 
・高度急性期及び急性期において現在
担っている機能の維持・強化 

・回復期機能を確保するため、地域バラ
ンスを考慮した、病床機能転換や設備
整備等の促進 

・慢性期患者及びその家族を支えるため
に必要な病床や在宅医療、介護施設
等の役割分担や連携等の構築 

 

県南地域医療構想 

※折れ線グラフは高齢化率
 



84

１ 構想区域の医療等の概要

(1) 地域特性

県南地域医療構想区域（以下「本区域」といいます。）は、栃木市、小山市、下

野市、上三川町、壬生町、野木町の３市３町を区域としています。県南部に位置し、

面積は723.6㎢で、県全体の11.3％を占めています。

南部の市町は茨城県、埼玉県及び群馬県に接しており、東京圏と強い結びつきが

あります。

人口は平成26（2014)年10月1日現在で481,825人で、宇都宮地域医療構想区域に

次いで多く、県人口の24.3％を占めています。人口密度は665.86人/㎢と県平均の3

09.13人/㎢を大きく上回っています。

年齢別でみると、年少人口（0～14歳）は63,421人（13.2％）、生産年齢人口（15

～64歳）は299,718人（62.6％）、老年人口（65歳以上）は115,971人（24.2％）と

なっており、県平均の構成割合と同様の傾向となっています。将来的には老年人口

の割合が増加し、平成37（2025）年には30％に達し、平成47（2035）年には32％を

超えると推計されています。

(2) 人口動態

平成26(2014)年における人口動態調査によると、出生数が3,624人、死亡数が

4,826人となっており、出生数が死亡数を下回っています。

死因別死亡では、人口10万人当たりの死亡率の高い順に、悪性新生物(272)、心

疾患 (156)、脳血管疾患(103)となっています。

(3) 医療機関等

平成27(2015)年４月１日現在、病院が24施設、有床診療所が24施設（矯正施設1

診療所を含む）、一般病床が4,321床（矯正施設17床を含む）、療養病床が673床とな

っています。

平成27(2015)8月における地方厚生局長に届け出ている在宅療養支援診療所の数

は、人口10万人当たり10.9となっており、県平均の7.7を上回っていますが、訪問

看護ステーション数は、人口10万人当たり4.1となっており、県平均の4.3を下回っ

ています。

病 院 有床診療所

施設数 一般病床 療養病床 施設数 一般病床 療養病床 病床計

栃木市 8 744 107 5 85 8 944

小山市 8 602 248 10 152 12 1,014

下野市 4 1,327 92 6 74 0 1,493

上三川町 1 38 171 0 0 0 209

壬生町 1 1,125 0 2 31 0 1,156

野木町 2 131 35 1 12 0 178

計 24 3,967 653 24 354 20 4,994

【出典：栃木県保健福祉部医療政策課「平成27年度栃木県病院・診療所名簿」（平成27年4月）、施
設数には精神科病床のみを有する施設も含む】

〈県南地域医療構想〉
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区分 施設数 人口10万対

在宅療養支援診療所 53施設 (155施設) 10.9 (7.7)

訪問看護ステーション 20施設 (86施設) 4.1 (4.3)

【出典：栃木県調べ（平成27年8月、施設数の（ ）内は県全体数、人口10万対の（ ）内は県平均】

(4) 医療従事者

人口10万人当たりでみると、就業保健師、就業准看護師を除き、県全体を上回っ

ています。特に医療施設に従事する医師数、就業看護師数が大きく上回っています

が、これは２つの大学病院があることによると考えられます。

区 分 人 数 人口10万対

医療施設に従事する医師 1,818人（4,214人） 377.4（212.9）

医療施設に従事する歯科医師 330人（1,299人） 68.5（ 65.6）

薬局・医療施設に従事する薬剤師 870人（3,001人） 180.6（151.6）

就業保健師 200人（ 837人） 41.5（ 42.3）

就業助産師 161人（ 462人） 33.4（ 23.3）

就業看護師 4,680人（15,019人） 971.4（758.6）

就業准看護師 1,311人（ 6,648人） 272.1（335.8）

【出典：医師数から薬剤師数は厚生労働省「平成26年医師・歯科医師・薬剤師調査」、就業保健
師以下は厚生労働省「平成26年衛生行政報告例」、人数の（ ）内は県全体数、人口10万対の（ ）
内は県平均】

(5) 受療動向の概要

平成23(2011)年栃木県医療実態調査によると、病院の一般病床及び療養病床へ

の入院患者については、他の区域への流出割合が15.2％、他の区域からの流入割

合が47.8％となっています。流入の多くは、本区域内の大学病院となっています。

また、「推計ツール」を用いた平成37（2025）年の推計では、医療機能別では、

高度急性期、急性期、回復期では流入が流出を超過し、慢性期では流出が流入を

超過すると推計されます。

(6) 介護施設数（入所施設の定員）

介護施設の定員は人口10万人当たり、特別養護老人ホームで452.4（県平均453.3

人）、介護老人保健施設289.4人（県平均281.8人）となっています。

区 分 施設数 人口10万対

特別養護老人ホーム 51施設（203施設） 10.6（10.3）

介護老人保健施設 16施設（ 65施設） 3.3（ 3.3）

区 分 定 員 人口10万対

特別養護老人ホーム 2,179人（8,956人） 452.4（453.3）

介護老人保健施設 1,394人（5,567人） 289.4（281.8）

【出典：栃木県調べ（平成27年７月、施設数、定員の（ ）内は県全体数、人口10万対の（ ）内は

県平均】

〈県南地域医療構想〉
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〈県南地域医療構想〉

２ 2025年の医療需要と必要病床数

機能区分 高度急性期 急 性 期 回 復 期 慢 性 期 計

医療需要[人/日] ５１５ １，３５３ １，５８６ ５２７ ３，９８１

必要病床数[床] ６８７ １，７３５ １，７６２ ５７３ ４，７５７

【参考】平成２６年度病床機能報告結果 （単位：床）

高度急性期 急 性 期 回 復 期 慢 性 期 無回答 計

２０１４年 2,269 1,520 335 575 19 4,718

２０２０年 2,269 1,300 576 534 39 4,718

◆2025年の在宅医療等の必要量
在宅医療等 ４，０８９ [人/日]

３ 医療機能の分化・連携に向けた課題等

【高度急性期・急性期】

・高度急性期及び急性期については、本区域内の２つの大学病院に、三次救急や子

ども医療センター、総合周産期母子医療センターの機能が集約されていることな

どから大規模な流入が見られます。流入は県内外から見られ今後も区域・県を越

えた医療需要に対応していく必要があります。

【回復期】

・回復期については、県内全区域及び隣接県からの流入が見られます。在宅復帰を

円滑に進めるためには、生活に密着したきめ細かな地域ごとに、リハビリテーシ

ョン提供等の回復期病床機能を確保する必要があります。

【慢性期・在宅医療等】

・慢性期病床については、アクセスしやすい県内の他区域及び隣接県への流出が見

られます。また、2013年と比べ2025年では在宅医療等の需要が1.37倍（2,974人/

日⇒4,089人/日）、うち訪問診療分が1.36倍（1,448人/日⇒1,974人/日）と推計

されることから、診療の質にも配慮した在宅医療の推進や介護体制の充実を図る

とともに、病院、在宅医療、介護施設の連携を図る必要があります。

・介護老人保健施設では、看取りまで行う施設が多くなっています。人生の最終段

階における医療のあり方や看取りについて、医療を提供する側と受ける側の双方

の理解を深めていく必要があります。

・在宅医療を推進する上で、在宅医療に取り組む医療従事者の確保が難しい現状が

あります。
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【特に取組を要するその他課題等】

・本区域では、県内のみならず隣接県からも患者を受け入れていることから、隣接

県の受療動向の見通し等の把握にも努めつつ、医療提供体制を維持する必要があ

ります。

４ 目指すべき医療提供体制を実現するための施策

少子高齢化の進行に伴い、より身近な地域において、住民が安心して医療を受けら

れるよう、患者一人ひとりの病態に応じた「治し支える医療」の確保が求められます。

本区域における医療機能の分化・連携に向けた課題や将来の医療需要を踏まえ、良

質な医療を効果的に提供できるバランスのとれた医療提供体制を構築していくため、

以下の施策に取り組みます。

【医療機能分化・連携の促進】

・高度急性期及び急性期においては、現在、本区域内の２つの大学病院が、県内外に

果たしている機能の維持・強化を図ります。

・急性期での受け入れと在宅復帰のため、本区域内医療機関による医療連携体制の構

築等を図ります。

・リハビリテーションの提供等、回復期の病床機能を確保するため、地域バランスを

考慮しながら、医療機関における病床機能転換や設備整備等を促進します。

・慢性期の患者及びその家族を支えるために必要な病床や在宅医療、介護施設等の役

割分担や連携等について、より身近な生活圏域単位での構築を図ります。

【在宅医療等の充実】

・急性期や慢性期の病床から在宅復帰に向けた入退院調整機能の充実強化を図ります。

・在宅医療を担う病院、診療所、訪問看護ステーション等の施設設備整備等を促進し

ます。

・在宅医療を担う医療・介護にかかる専門職間の連携強化を図ります。

・在宅医療、人生の最終段階における医療及び看取りのあり方等に関する地域住民の

理解促進を図ります。

【医療従事者の養成・確保】

・医療従事者の確保に向けた医療機関等の自主的な取組を支援します。

・医療職場の環境改善や再就職の取り組みを支援し、医療従事者の確保・定着を図り

ます。

・在宅医療に従事する医療・介護職の専門的知識・技術等の向上に資する研修等の充

実を図ります。
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５ 構想の推進体制及び関係者の役割

(1) 推進体制

【地域医療構想調整会議】

地域医療構想の実現に向けて、医療・介護関係者等で構成する「県南地域医療

構想懇談会（県南地域医療構想調整会議）」において病床機能報告結果の情報共有

や「地域医療介護総合確保基金」を活用した取組等の進捗状況の検証を行うとと

もに、最新のデータに基づき、区域内の将来の医療提供体制のあり方とその構築

に向けた取組等について引き続き検討します。

(2) 関係者等の役割

【県・健康福祉センター（保健所）】

県南地域医療構想懇談会等を運営し、「地域医療介護総合確保基金」を活用する

などして、本区域内の医療機関等の医療機能分化・連携に係る自主的取組等を促

進します。

【市町】

県南地域医療構想懇談会等に参画し、医療機能分化・連携に向けた地域課題を

共有するとともに、地域特性を活かした地域包括ケアシステムの構築を図ります。

【保険者】

県南地域医療構想懇談会等に参画し、医療機能分化・連携に向けた地域課題を

共有するとともに、加入者データの分析による効果的な施策の提言、被保険者に

対する健康づくり等の啓発等に努めます。

【医療機関等】

医療機能の分化・連携に係る地域課題を共有し、自ら機能分化に取り組み、他

の医療機関や介護施設等との連携を強化する等、将来の医療需要に対応したバラ

ンスのとれた医療提供体制の構築に協力します。

【介護事業者等】

医療機能の分化・連携に関する地域課題を共有し、医療機関等との連携強化に

よる介護サービスの充実等を図るなど、地域包括ケアシステムの構築に協力しま

す。

【住民】

医療機関の役割等に関する理解を深め、適切な受療行動に努めるとともに、人

生の最終段階における医療・ケアのあり方について考えを深めます。
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整形外科の担当する疾患 （2013年）

（2025年）

小児科の担当する疾患 （2013年）

（2025年）

産婦人科の担当する疾患 （2013年）

（2025年）

脳神経外科の担当する疾患 （2013年）

（2025年）

胸部外科の担当する疾患 （2013年）

（2025年）

眼科の担当する疾患 （2013年）

（2025年）

耳鼻咽喉科の担当する疾患 （2013年）

（2025年）

皮膚科の担当する疾患 （2013年）

（2025年）

泌尿器科の担当する疾患 （2013年）

（2025年）

疾病区分グループ別の必要病床数の推移（県南）(1)

高度急性期 急性期 回復期

【必要病床数等推計ツール（平成27年6月版,厚生労働省）による分析】
・ NDB,DPCレセプトデータのうちMDC疾患分類で分類でき、疾病区分ごとにまとめられたデータを、
独自にグループに再編し、医療機関所在地での必要病床数を集計

・ 慢性期の入院は疾患データが入っていないため分類不能、ほかMDC疾患分類不能のデータあり
・ 個人情報保護のシステム上、疾病区分ごとで”10未満”となるデータは”0”で集計される

【2013年】
4,300床のうち、

慢性期以外で疾患分
類のデータがあった
3,337床の分析結果

【2025年】
4,757床のうち、

慢性期以外で疾患分
類のデータがあった
3,694床の分析結果

“0”は“10未満”
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（2025年）
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（2025年）

脳卒中の手術なし （2013年）
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急性心筋梗塞 （2013年）

（2025年）

疾病区分グループ別の必要病床数の推移（県南）(2)

高度急性期 急性期 回復期

【必要病床数等推計ツール（平成27年6月版,厚生労働省）による分析】
・ NDB,DPCレセプトデータのうちMDC疾患分類で分類でき、疾病区分ごとにまとめられたデータを、
独自にグループに再編し、医療機関所在地での必要病床数を集計

・ 慢性期の入院は疾患データが入っていないため分類不能、ほかMDC疾患分類不能のデータあり
・ 個人情報保護のシステム上、疾病区分ごとで”10未満”となるデータは”0”で集計される

【2013年】
4,300床のうち、

慢性期以外で疾患分
類のデータがあった
3,337床の分析結果

【2025年】
4,757床のうち、

慢性期以外で疾患分
類のデータがあった
3,694床の分析結果

“0”は“10未満”
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【必要病床数等推計ツール（平成27年6月版,厚生労働省）による分析】
・ 流出入状況 ＝ 医療機関所在地での必要病床数 － 患者住所地での必要病床数 として算出
・ 個人情報保護のシステム上、疾病区分ごとで”10未満”となるデータは”0”で集計される

患者住所地の必要病床数（医療需要）が的中し、医療機関所在地の必要病床数（今の流出入状況）
が続いた仮定での状況
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県南地域の患者流出入（2025年）

【高度急性期】 単位：人／日
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県南地域の患者流出入（2025年）

【回復期】 単位：人／日
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・様々な機能と分野で隣接する群馬
県（太田・館林）との間で流出入が
見られる 

・佐野市において急性期後に転院する
後方病院が少ない 

・高齢化の進展が早く、在宅医療等の
早期の充実が必要 

 
 

施策の方向性 
・隣接する県との連携も踏まえた機能
分化と連携の推進 

・病床機能転換や設備整備等の促進に
よる回復期病床及び回復期リハビリテ
ーション機能の充実・強化 

・在宅医療の基盤整備及び介護との
連携強化による在宅療養体制の構
築 

 

両毛地域医療構想 

※折れ線グラフは高齢化率
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１ 構想区域の医療等の概要

(1) 地域特性

両毛地域医療構想区域（以下「本区域」といいます。）は、足利市、佐野市の２

市を区域としています。

県南西部に位置し、面積は533.9㎢で、県全体の面積の8.3％を占めています。

地勢は、北部から中央部にかけて、足尾山地が緩やかに関東平野に迫り、沢沿い

の山村に集落が点在しています。一方、南部は、関東平野北部に位置し、住宅地、

商・工業地、農地などを形成しています。古くから、隣接する太田市・桐生市、館

林市及びその周辺区域とは、経済・生活面で交流が盛んな地域となっています。

人口は平成26(2014)年10月1日現在で269，065人、県全体に占める割合は約13.6

％となっています。人口密度は、503.97人/㎢で県平均の309.13人/㎢を上回ってい

ます。また、65歳以上の老齢人口の割合は、県全体で25.1％ですが、区域は28.3％

であり、県平均を上回るかたちで高齢化が進んでいます。人口を年齢別でみると、

年少人口（0～14歳）は32,700人(12.2％）生産年齢(15～64歳)は159,037人(59.4％）

老年人口は76,197人(28.4％)となっています。老年人口は、平成37(2025)年には33

％近くに達し、平成47(2035)年には35％を超えると推計されています。

(2) 人口動態

平成26(2014)年における人口動態調査によると、出生数が1,840人、死亡数が

3,434人となっており、社会的流出も多く、人口の減少が続いています。

死因別死亡では、人口10万人当たりの死亡率（①悪性新生物、②脳血管疾患、③

心疾患）は足利市（①331、②145、③197）、佐野市（①345、②174、③166）とな

っており、佐野市の心疾患を除き県平均を上回っています。

(3) 医療機関等

平成27(2015)年４月１日現在、病院が17施設、有床診療所が17施設、一般病床が

1,981床、療養病床が590床となっています。

平成27(2015)年8月における地方厚生局長に届け出ている在宅療養支援診療所の

数は、人口10万人当たり8.0となっており、県全体の7.7を上回っています。また、

平成27年8月における訪問看護ステーション数は人口10万人当たり5.8となってお

り、県全体の4.3を上回っています。

病 院 有床診療所

施設数 一般病床 療養病床 施設数 一般病床 療養病床 病床計

足利市 12 1,041 362 13 159 0 1,562

佐野市 5 731 228 4 50 0 1,009

計 17 1,772 590 17 209 0 2,571

【出典：栃木県保健福祉部医療政策課「平成27年度栃木県病院・診療所名簿」（平成27年4月）、施

設数には精神科病床のみを有する施設も含む】

〈両毛地域医療構想〉
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区分 施設数 人口10万対

在宅療養支援診療所 22施設 (155施設) 8.0 (7.7)

訪問看護ステーション 16施設 (86施設) 5.8 (4.3)

【出典：栃木県調べ（平成27年8月、（ ）内は県全体数、人口10万対の（ ）内は県平均】

(4) 医療従事者

人口10万人当たりでみると、医療施設に従事する歯科医師、薬局・医療施設に従

事する薬剤師、就業准看護師については県平均を上回っていますが、医療施設に従

事する医師、就業保健師、就業助産師、就業看護師 については県平均を下回って

います。医師数は全国平均と比較しても低い値である一方、人口10万人当たりの准

看護師数は県内で最も多くなっています。

区分 人数 人口10万対

医療施設に従事する医師 493人 (4,214人) 183.4 (212.9)

医療施設に従事する歯科医師 191人 (1,299人) 71.1 (65.6)

薬局・医療施設に従事する薬剤師 442人 (3,001人) 164.5 (151.6)

就業保健師 83人 (837人) 30.9 (42.3)

就業助産師 59人 (462人) 22.0 (23.3)

就業看護師 1,939人 (15,019人) 721.5 (758.6)

就業准看護師 1,125人 (6,648人) 418.6 (335.8)

【出典：医師数から薬剤師数は厚生労働省「平成26年医師・歯科医師・薬剤師調査」、就業保健

師以下は厚生労働省「平成26年衛生行政報告例」、人数の（ ）内は県全体数、人口10万対の（ ）

内は県平均】

(5) 受療動向の概要

平成23(2011)年栃木県医療実態調査によると、病院の一般病床及び療養病床への

入院患者については、他の区域への流出割合が9.4％、他の区域からの流入割合が

20.1％となっています。

また、「推計ツール」を用いた平成25（2013）年の推計では、医療機能別では、

高度急性期、急性期、回復期では流出が流入を超過し、慢性期では流入が流出を超

過すると推計されますが、本区域内に住所がある患者が本区域内の医療機関を受診

する割合が高く、医療施設はある程度充足された区域と考えられます。

(6) 介護施設数（入所施設の定員）

介護施設の定員は人口10万人当たり、特別養護老人ホームで498.6人（県平均453.3

人）、介護老人保健施設297.5人（県平均281.8人）となっています。

区 分 施設数 人口10万対

特別養護老人ホーム 32施設（203施設） 12.0（10.3）

介護老人保健施設 11施設（ 65施設） 4.1（ 3.3）

区 分 定 員 人口10万対

特別養護老人ホーム 1,334人（8,956人） 498.6（453.3）

介護老人保健施設 796人（5,567人） 297.5（281.8）

【出典：栃木県調べ（平成27年７月、（ ）内は県全体数、人口10万対の（ ）内は県平均】

〈両毛地域医療構想〉
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２ 2025年の医療需要と必要病床数

機能区分 高度急性期 急 性 期 回 復 期 慢 性 期 計

医療需要[人/日] １５５ ４９４ ５１７ ４５９ １，６２５

必要病床数[床] ２０６ ６３３ ５７４ ４９９ １，９１２

【参考】平成２６年度病床機能報告結果 （単位：床）

高度急性期 急 性 期 回 復 期 慢 性 期 無回答 計

２０１４年 107 1,382 127 795 120 2,531

２０２０年 151 1,382 184 723 91 2,531

2025年の在宅医療等の必要量
在宅医療等 ３，０９５ [人/日]

３ 医療機能の分化・連携に向けた課題等

【高度急性期・急性期】

・2025年においても、２つの公的病院がこの機能における中心的役割を担うと考えら

れ、他の医療機関等との連携を強化しながら、機能の維持・強化が求められます。

【回復期】

・周辺地域（太田・館林、桐生）への流出が一部見られますが、本区域内に回復期リ

ハビリテーション病床ができるなどの動きも見られます。将来の医療需要の増加を

踏まえ、今後、より一層、急性期病床から地域包括ケア病床（病棟）等の回復期機

能を持った病床への転換が必要と考えられます。

・また、在宅への復帰に向け、在宅医療や介護施設等との連携強化が求められます。

【慢性期・在宅医療等】

・在宅医療等については、平成25（2013）年と比べて平成37（2025）年では医療需要

が1.30倍（2,381人/日⇒3,095人/日）、うち訪問診療分が1.27倍（1,288⇒1,642）に

増加することを踏まえ、在宅医療等を充実する必要があります。家族の状況等によ

り介護力に課題がある場合もあることから、介護施設等との連携強化を図ることが

求められます。また、患者の状態の急変時に備えて、地域包括ケア病床（病棟）等

との連携も求められます。

・医師、歯科医師、看護師、薬剤師等の専門職が連携し、在宅療養における口腔衛生、

服薬管理等の充実を図っていくことが必要です。

・今後の高齢者の増加に伴う在宅医療の推進・介護環境の充実を図るため、介護職の

確保及びレベルアップが必要です。

・在宅あるいは介護施設での看取りのあり方について、市民と一緒に考え理解を深め

ていくことが必要です。



99

〈両毛地域医療構想〉

【特に取組を要するその他課題等】

・救急分野については、周辺地域（特に太田・館林）の救急を受け入れている一方で、

一部を県南区域の大学病院が担っています。本区域は県境地域であることから、今

後とも他県の周辺地域との連携も踏まえた体制の維持・強化が求められます。

・小児分野については、小児科医療体制が整った病院が２つあり､周辺地域（太田・館

林）からの流入が見られます。一部の高度急性期については、県南区域にあるとち

ぎ子ども医療センターとの連携が取られているほか、他県近隣を含めた圏域全体で

小児を診ていく体制ができており、今後とも体制の維持・強化が求められます。

・高齢者に多い疾患については、佐野市内は急性期後に療養を続ける病院が少なく、

高度急性期、急性期を担う病院においても回復期機能を担うことが必要とされます。

また、本区域は高齢化の進行が早いことから、在宅医療等の提供体制の充実を早期

に図っていく必要があります。

４ 目指すべき医療提供体制を実現するための施策

高齢化の進展に伴い、より身近な地域において患者一人ひとりの病態に応じた「治

し支える医療」の確保が求められます。

本区域における医療機能の分化・連携に向けた課題や将来の医療需要を踏まえ、良

質な医療を効率的に提供できるバランスのとれた医療提供体制を構築していくため、

以下の施策に取り組みます。

【医療機能分化・連携の促進】

・本区域及び隣接県の住民の受療動向等も踏まえながら、各医療機関の自主的な情報

交換や医療機能の役割分担・連携を図ります。

・回復期病床及び回復期リハビリテーション機能の地区ごとの充実・強化のため、医

療機関における病床機能転換や設備整備等を促進します。

【在宅医療等の充実】

・本区域については高齢化の進行が早く、慢性期機能の病床のほか、在宅医療の充実

が必要なことから、訪問看護ステーションや在宅療養支援診療所等の基盤整備を進

めます。

・医療と介護の連携・充実のため､医師、歯科医師、看護師、薬剤師、介護支援専門員

等の顔の見える関係づくりを行い、本区域における在宅療養体制の構築を図ります。

・在宅で療養する患者及びその家族を支えるために、本区域の在宅医療等に関する情

報提供や相談機能を充実し、人生の最終段階における医療や看取りに関する住民の

理解を促します。

【医療従事者の養成・確保】

・医療従事者の確保に係る医療機関等の自主的取組等を支援するとともに、再就職支
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援等による医療従事者の確保を図ります。

・医療職場の環境改善にかかる医療機関等の自主的取り組みを支援し、医療従事者の

定着を図ります。

５ 構想の推進体制及び関係者の役割

(1) 推進体制

【地域医療構想調整会議】

地域医療構想の実現に向けて、医療・介護関係者等で構成する「両毛地域医療

構想調整会議」を設置し、病床機能報告結果の情報共有や「地域医療介護総合確

保基金」を活用した取組等の進捗状況の検証を行うとともに、最新のデータに基

づき、区域内の将来の医療提供体制のあり方とその構築に向けた取組等について

引き続き検討します。

(2) 関係者等の役割

【県・健康福祉センター（保健所）】

両毛地域医療構想調整会議等を運営し、「地域医療介護総合確保基金」を活用す

るなどして、地域内の医療機関等の医療機能分化・連携に係る自主的な取組等を

促進します。

【市町】

両毛地域医療構想調整会議等に参画し、医療機能分化・連携に向けた地域課題

を共有するとともに、地域特性を活かした地域包括ケアシステムの構築を図りま

す。

【保険者】

両毛地域医療構想調整会議等に参画し、医療機能分化・連携に向けた地域課題を

共有するとともに、加入者データの分析による効果的な施策の提言、被保険者に対

する健康づくり等の啓発等に努めます。

【医療機関等】

医療機能の分化・連携に関する地域課題を共有し、自ら機能分化に取り組み、

他の医療機関や介護施設等との連携を強化する等、将来の医療需要に対応したバ

ランスのとれた医療提供体制の構築に協力します。

【介護事業者等】

医療機能の分化・連携に係る地域課題を共有し、医療機関等との連携強化に

よる介護サービスの充実等を図るなど、地域包括ケアシステムの構築に協力し

ます。

【住民】

医療機関の役割等に関する理解を深め、適切な受療行動に努めるとともに、

自らの終末期医療・ケアのあり方について考えを深めます。
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（2025年）

疾病区分グループ別の必要病床数の推移（両毛）(1)

高度急性期 急性期 回復期

【必要病床数等推計ツール（平成27年6月版,厚生労働省）による分析】
・ NDB,DPCレセプトデータのうちMDC疾患分類で分類でき、疾病区分ごとにまとめられたデータを、
独自にグループに再編し、医療機関所在地での必要病床数を集計

・ 慢性期の入院は疾患データが入っていないため分類不能、ほかMDC疾患分類不能のデータあり
・ 個人情報保護のシステム上、疾病区分ごとで”10未満”となるデータは”0”で集計される

【2013年】
1,841床のうち、

慢性期以外で疾患分
類のデータがあった
1,161床の分析結果

【2025年】
1,912床のうち、

慢性期以外で疾患分
類のデータがあった
1,283床の分析結果

“0”は“10未満”
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急性心筋梗塞 （2013年）

（2025年）

疾病区分グループ別の必要病床数の推移（両毛）(2)

高度急性期 急性期 回復期

【必要病床数等推計ツール（平成27年6月版,厚生労働省）による分析】
・ NDB,DPCレセプトデータのうちMDC疾患分類で分類でき、疾病区分ごとにまとめられたデータを、
独自にグループに再編し、医療機関所在地での必要病床数を集計

・ 慢性期の入院は疾患データが入っていないため分類不能、ほかMDC疾患分類不能のデータあり
・ 個人情報保護のシステム上、疾病区分ごとで”10未満”となるデータは”0”で集計される

【2013年】
1,841床のうち、

慢性期以外で疾患分
類のデータがあった
1,161床の分析結果

【2025年】
1,912床のうち、

慢性期以外で疾患分
類のデータがあった
1,283床の分析結果

“0”は“10未満”
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がんの手術

外科の担当するがんの手術

脳卒中

脳卒中の手術

脳卒中の手術なし

急性心筋梗塞

2025年の必要病床数での患者流出入状況（両毛）

高度急性期 急性期 回復期

【必要病床数等推計ツール（平成27年6月版,厚生労働省）による分析】
・ 流出入状況 ＝ 医療機関所在地での必要病床数 － 患者住所地での必要病床数 として算出
・ 個人情報保護のシステム上、疾病区分ごとで”10未満”となるデータは”0”で集計される

患者住所地の必要病床数（医療需要）が的中し、医療機関所在地の必要病床数（今の流出入状況）
が続いた仮定での状況

[流入][流出]

“0”は“10未満”
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両毛地域の患者流出入(2025年）

【高度急性期】 単位：人／日

-20.4 

16.1

【急性期】 単位：人／日

-33.7 

23.7

41.7 -35.3

宇都宮

県北

県西

県東

県南

両毛

太田・館林

桐生

宇都宮

県北

県西

県東

県南

両毛

410..2

太田・館林

桐生

6.4

-10.0

流出：20.4 流入：16.1

区域内： 124.5

流出：69.0 流入：65.4

区域内： 410.2
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両毛地域の患者流出入(2025年）

【回復期】 単位：人／日

11.0

-29.9 

24.7

37.3 -49.1

【慢性期B】 単位：人／日

30.3

21.6 -64.1

宇都宮

県北

県西

県東

県南

両毛

太田・館林

桐生

-11.8

-5.2

宇都宮

県北

県西

県東

県南

両毛

太田・館林

桐生

-42.5

流出：39.0 流入：62.0

区域内： 435.7

流出：64.1 流入：51.9

区域内： 341.1
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